
３ 障害福祉サービスに係る留意事項



４ 障害者総合支援法と介護保険法の適用に係る適切な運用について 

 

 

（１）障害者総合支援法に基づく自立支援給付費と介護保険法との適用関係【関

連資料１、２】 

  我が国においては、自助を基本としつつ、共助が自助を支え、自助・共助

で対応できない場合に社会福祉等の公助が補完する仕組みが社会保障の基

本となっている。 

このため、あるサービスが公費負担制度でも社会保険制度でも提供される

ときは、国民が互いに支え合うために保険料を支払う社会保険制度の下で、

そのサービスをまず利用してもらうという「保険優先の考え方」が原則とな

っている。 

障害者総合支援法に基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係に

ついては、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係等について」（平成 19 年

３月 28 日付厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長・障害福祉課長

連名通知）で、介護保険サービスが原則優先されることとなるが、サービス

内容や機能から、介護保険サービスには相当するものがない障害福祉サービ

ス固有のものについては、障害福祉サービスに係る介護給付費等を支給する

ことや、障害福祉サービスについて当該市町村において適当と認める支給量

が、介護保険サービスのみによって確保することができないものと認められ

る場合には、介護給付費等を支給することが可能であることなどの取扱いを

示すとともに、障害保健福祉関係主管課長会議において適切な運用に努めて

いただくよう周知してきたところである。 

また、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に

基づく自立支援給付と介護保険制度の適用関係等に係る留意事項等について」

（平成 27 年２月 18 日付事務連絡。以下「事務連絡」という。）において、制

度の適切な運用について示しているところであり、介護保険の被保険者であ

る障害者から障害福祉サービスの利用に係る支給申請があった場合は、一律

に介護保険サービスを優先させることはせず、障害福祉サービスの利用に関

する具体的な利用意向等を聴き取りにより把握した上で、障害者の個々の状

況に応じた支給決定がなされるよう改めてお願いする。 

なお、介護保険の被保険者である障害者については、申請に係る障害福祉

サービスに相当する介護保険サービスにより適切な支援を受けることが可能

か否か、当該介護保険サービスに係る介護保険給付を受けることが可能か否

か等について判断するためにも、障害者の生活に急激な変化が生じないよう

配慮しつつ、まずは、要介護認定等申請を行っていただいた上で介護保険制

度からどのようなサービスをどの程度受けられるかを把握することが適当で

ある。 

したがって、要介護認定等の申請を行わない障害者に対しては、申請をし
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ない理由や事情を十分に聴き取るとともに、継続して制度の説明を行い、申

請について理解を得られるよう丁寧に働きかけるよう改めてお願いする。 

さらに、特に 65 歳を迎える者については、介護保険制度の円滑な利用に向

け、要介護認定等の申請から認定結果通知にかかる期間も考慮して、65 歳に

到達する誕生日前の適切な時期から要介護認定等に係る申請の案内を行うよ

うお願いする。 

その際、単に案内を郵送するだけでなく、市町村職員又は相談支援専門員

から直接、介護保険制度について説明を行うことが望ましい。 

また、指定特定相談支援事業者と指定居宅介護支援事業者等との一層の連

携が図られるよう、 

  ・相談支援専門員が、利用者に対し必要な介護保険サービスを円滑に利用で

きるよう介護保険制度に関する案内を行うことや、本人の了解の下、利用

する指定居宅介護支援事業所等に対し利用者の状態や障害福祉サービスの

利用状況等サービス等利用計画に記載されている情報を提供するよう適切

に引継ぎを行うこと 

  ・介護保険サービス利用開始後も引き続き障害福祉サービスを利用する場合

は、サービス担当者会議等を活用して相談支援専門員と介護支援専門員が

随時情報共有を図ること 

  等については、事務連絡で既にお示ししているが、改めてお願いする。 

 

 

（２）新高額障害福祉サービス等給付費について【関係資料３】 

高額障害福祉サービス等給付費（いわゆる「新高額障害福祉サービス等給

付費」）については、対象者等が制度内容を正しく理解し、適当な時期に申請

が行われることが重要である。 

このため、各市町村におかれては、対象者等に対し、制度の概要等につい

て丁寧に説明していただくようお願いする。なお、申請者への制度周知・説

明に当たっては、市町村のホームページに制度概要や申請方法について掲載

している例や、対象者へ個別に勧奨通知等を送付している例があった。これ

らの方法も参考にしていただきたい。 

また、対象者要件を満たす者の把握については、必要に応じて介護保険担

当部局と連携し、対応いただきたい。 

加えて、新高額障害福祉サービス等給付費については、高額介護サービス

費【年額】等との併給調整後に支給を行う場合や、月払いで支給し、高額介

護サービス費【年額】確定後に重複支給額の併給調整を行う場合等、市町村

の判断により運用していただくこととしているが、いずれの場合においても、

申請者に対し、償還のスケジュールについて十分な説明を行い、理解を得ら

れるよう対応されたい。 
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障企発第０３２８００２号 

障障発第０３２８００２号 

平成１９年３ 月２８日 

一 部 改 正 

障企発０９２８第２号 

障障発０９２８第２号 

平成２３年９月２８日 

一 部 改 正 

障企発０３３０第４号 

障障発０３３０第１１号 

平成２４年３月３０日 

一 部 改 正 

障企発０３２９第５号 

障障発０３２９第９号 

平成２５年３月２９日 

一 部 改 正 

障企発０３３１第２号 

障障発０３３１第２号 

平成２６年３月３１日 

一 部 改 正 

障企発０３３１第１号 

障障発０３３１第５号 

平成２７年３月３１日 

一 部 改 正 

 

 

 

各 都道府県 障害保健福祉主管部（局）長 殿 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 企 画 課 長 

障害福祉課長 
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障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に

基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係等について 

 

障害者自立支援法（平成17年法律第123号。平成25年４月から障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律。以下「法」という。）に基づ

く自立支援給付（以下「自立支援給付」という。）については、法第７条の他

の法令による給付又は事業との調整規定に基づき、介護保険法（平成９年法律

第123 号）の規定による保険給付又は地域支援事業が優先されることとなる。

このうち、介護給付費等（法第19 条第１項に規定する介護給付費等をいう。以

下同じ。）の支給決定及び補装具費の支給に係る認定を行う際の介護保険制度

との適用関係等についての考え方は次のとおりであるので、御了知の上、管内

市町村、関係団体及び関係機関等に周知徹底を図るとともに、その運用に遺漏

のないようにされたい。 

本通知の施行に伴い、平成12 年３月24 日障企第16 号・障障第８号厚生省大

臣官房障害保健福祉部企画課長、障害福祉課長連名通知「介護保険制度と障害

者施策との適用関係等について」は廃止する。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和22 年法律第67 号）第245 条の４第１項

の規定に基づく技術的な助言であることを申し添える。 
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１．自立支援給付と介護保険制度との適用関係等の基本的な考え方について 

（１）介護保険の被保険者とならない者について 

障害者についても、65 歳以上の者及び40 歳以上65 歳未満の医療保険

加入者は、原則として介護保険の被保険者となる。 

ただし、次の①及び②に掲げる者並びに③～⑪の施設に入所又は入院し

ている者については、①～⑪に掲げる施設（以下「介護保険適用除外施設」

という。）から介護保険法の規定によるサービス（以下「介護保険サービ

ス」という。）に相当する介護サービスが提供されていること、当該施設

に長期に継続して入所又は入院している実態があること等の理由から、介

護保険法施行法（平成９年法律第124 号）第11 条及び介護保険法施行規則

（平成11 年厚生省令第36 号）第170条の規定により、当分の間、介護保険

の被保険者とはならないこととされている。 

なお、介護保険適用除外施設を退所又は退院すれば介護保険の被保険者

となり、介護保険法に基づく要介護認定又は要支援認定（以下「要介護認

定等」という。）を受ければ、これに応じた介護保険施設に入所（要介護

認定を受けた場合に限る。）し、又は在宅で介護保険サービスを利用する

ことができる。 

① 法第19 条第１項の規定による支給決定（以下「支給決定」という。）

（法第５条第７項に規定する生活介護（以下「生活介護」という。）及

び同条第11 項に規定する施設入所支援（以下「施設入所支援」という。）

に係るものに限る。）を受けて同法第29 条第１項に規定する指定障害

者支援施設（以下「指定障害者支援施設」という。）に入所している身

体障害者 

② 身体障害者福祉法（昭和24 年法律第283 号）第18 条第２項の規定に

より法第５条第12 項に規定する障害者支援施設（生活介護を行うもの

に限る。以下「障害者支援施設」という。）に入所している身体障害者 

③ 児童福祉法（昭和22 年法律第164 号）第42 条第２号に規定する医療

型障害児入所施設 

④ 児童福祉法第６条の２第３項の厚生労働大臣が指定する医療機関（当

該指定に係る治療等を行う病床に限る。） 

⑤ 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法（平成14 年法
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律第167号）第11 条第１号の規定により独立行政法人国立重度知的障害

者総合施設のぞみの園が設置する施設 

⑥ 国立及び国立以外のハンセン病療養所 

⑦ 生活保護法（昭和25年法律第144号）第38条第１項第１号に規定する救

護施設 

⑧ 労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）第29条第１項第２号に

規定する被災労働者の受ける介護の援護を図るために必要な事業に係

る施設（同法に基づく年金たる保険給付を受給しており、かつ、居宅に

おいて介護を受けることが困難な者を入所させ、当該者に対し必要な介

護を提供するものに限る。） 

⑨ 障害者支援施設（知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）第16条第

１項第２号の規定により入所している知的障害者に係るものに限る。） 

⑩ 指定障害者支援施設（支給決定（生活介護及び施設入所支援に係るも

のに限る。）を受けて入所している知的障害者及び精神障害者に係るも

のに限る。） 

⑪ 法第29条第１項の指定障害福祉サービス事業者であって、障害者自立

支援法施行規則（平成18年厚生労働省令第19号）第２条の３に規定する

施設（法第５条第６項に規定する療養介護を行うものに限る。） 

（２）介護給付費等と介護保険制度との適用関係 

介護保険の被保険者である65歳以上の障害者が要介護状態又は要支援

状態となった場合（40歳以上65歳未満の者の場合は、その要介護状態又は

要支援状態の原因である身体上又は精神上の障害が加齢に伴って生ずる心

身上の変化に起因する特定疾病によって生じた場合）には、要介護認定等

を受け、介護保険法の規定による保険給付を受けることができる。また、

一定の条件を満たした場合には、地域支援事業を利用することができる。 

その際、自立支援給付については、法第７条の他の法令による給付又は

事業との調整規定に基づき、介護保険法の規定による保険給付又は地域支

援事業が優先されることとなるが、介護給付費等の支給決定を行う際の介

護保険制度との適用関係の基本的な考え方は以下のとおりであるので、市

町村は、介護保険の被保険者（受給者）である障害者から障害福祉サービ

スの利用に係る支給申請があった場合は、個別のケースに応じて、申請に
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係る障害福祉サービスに相当する介護保険サービスにより適切な支援を受

けることが可能か否か、当該介護保険サービスに係る保険給付又は地域支

援事業を受け、又は利用することが可能か否か等について、介護保険担当

課や当該受給者の居宅介護支援を行う居宅介護支援事業者等とも必要に応

じて連携した上で把握し、適切に支給決定すること。 

① 優先される介護保険サービス 

自立支援給付に優先する介護保険法の規定による保険給付又は地域支

援事業は、介護給付、予防給付及び市町村特別給付並びに第一号事業と

されている（障害者自立支援法施行令（平成18年政令第10号）第２条）。

したがって、これらの給付対象となる介護保険サービスが利用できる場

合は、当該介護保険サービスの利用が優先される。 

② 介護保険サービス優先の捉え方 

ア サービス内容や機能から、障害福祉サービスに相当する介護保険サ

ービスがある場合は、基本的には、この介護保険サービスに係る保険

給付又は地域支援事業を優先して受け、又は利用することとなる。し

かしながら、障害者が同様のサービスを希望する場合でも、その心身

の状況やサービス利用を必要とする理由は多様であり、介護保険サー

ビスを一律に優先させ、これにより必要な支援を受けることができる

か否かを一概に判断することは困難であることから、障害福祉サービ

スの種類や利用者の状況に応じて当該サービスに相当する介護保険

サービスを特定し、一律に当該介護保険サービスを優先的に利用する

ものとはしないこととする。 

したがって、市町村において、申請に係る障害福祉サービスの利用

に関する具体的な内容（利用意向）を聴き取りにより把握した上で、

申請者が必要としている支援内容を介護保険サービスにより受ける

ことが可能か否かを適切に判断すること。 

なお、その際には、従前のサービスに加え、小規模多機能型居宅介

護などの地域密着型サービスについても、その実施の有無、当該障害

者の利用の可否等について確認するよう留意する必要がある。 

イ サービス内容や機能から、介護保険サービスには相当するものがな

い障害福祉サービス固有のものと認められるもの（同行援護、行動援
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護、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援等）につい

ては、当該障害福祉サービスに係る介護給付費等を支給する。 

③ 具体的な運用 

②により、申請に係る障害福祉サービスに相当する介護保険サービス

により必要な支援を受けることが可能と判断される場合には、基本的に

は介護給付費等を支給することはできないが、以下のとおり、当該サー

ビスの利用について介護保険法の規定による保険給付が受けられない

又は地域支援事業が利用することができない場合には、その限りにおい

て、介護給付費等を支給することが可能である。 

ア 在宅の障害者で、申請に係る障害福祉サービスについて当該市町村

において適当と認める支給量が、当該障害福祉サービスに相当する介

護保険サービスに係る保険給付又は地域支援事業の居宅介護サービ

ス費等区分支給限度基準額の制約から、介護保険のケアプラン上にお

いて介護保険サービスのみによって確保することができないものと

認められる場合。 

イ 利用可能な介護保険サービスに係る事業所又は施設が身近にない、

あっても利用定員に空きがないなど、当該障害者が実際に申請に係る

障害福祉サービスに相当する介護保険サービスを利用することが困

難と市町村が認める場合（当該事情が解消するまでの間に限る。）。 

ウ 介護保険サービスによる支援が可能な障害者が、介護保険法に基づ

く要介護認定等を受けた結果、非該当と判定された場合など、当該介

護保険サービスを利用できない場合であって、なお申請に係る障害福

祉サービスによる支援が必要と市町村が認める場合（介護給付費に係

るサービスについては、必要な障害支援区分が認定された場合に限

る。）。 

（３）補装具費と介護保険制度との適用関係 

補装具費の支給認定を行う際の介護保険制度との適用関係についても、

基本的な考え方は（２）の①及び②と同様であるが、具体的には以下のと

おりである。介護保険で貸与される福祉用具としては、補装具と同様の品

目（車いす、歩行器、歩行補助つえ）が含まれているところであり、それ

らの品目は介護保険法に規定する保険給付が優先される。ただし、車いす
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等保険給付として貸与されるこれらの品目は標準的な既製品の中から選択

することになるため、医師や身体障害者更生相談所等により障害者の身体

状況に個別に対応することが必要と判断される障害者については、これら

の品目については、法に基づく補装具費として支給して差し支えない。 

２．その他 

（１）介護保険サービスが利用可能な障害者が、介護保険法に基づく要介護認

定等を申請していない場合等は、介護保険サービスの利用が優先される旨

を説明し、申請を行うよう、周知徹底を図られたい。 

（２）平成18年３月31日以前の身体障害者福祉法等による日常生活用具の給

付・貸与事業において、介護保険による福祉用具の対象となる品目につい

ては、介護保険法の規定による貸与や購入費の支給を優先して行うことと

されていたところであるが、法における地域生活支援事業については自立

支援給付とは異なり、地域の実情に応じて行われるものであり、法令上、

給付調整に関する規定は適用がないものである。しかしながら、日常生活

用具に係る従来の取り扱いや本通知の趣旨を踏まえ、地域生活支援事業に

係る補助金の効率的な執行の観点も考慮しつつ、その適切な運用に努めら

れたい。 
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事 務 連 絡 

平 成 2 7 年 ２ 月 1 8 日 

 

 

  都道府県 

各 指定都市 障害保健福祉部（局） 御中 

中 核 市 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 企 画 課 

 障害福祉課 

                                                        

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基

づく自立支援給付と介護保険制度の適用関係等に係る留意事項等に

ついて 

 

 標記については、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律に基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係等について」

（平成 19 年３月 28 日障企発第 0328002 号・障障発第 0328002 号厚生労働

省社会・援護局障害保健福祉部企画課長・障害福祉課長連名通知。以下

「適用関係通知」という。）でお示しするとともに、障害保健福祉関係主

管課長会議において適切な運用に努めていただくよう周知しているところ

である。 

 しかしながら、その運用に関して障害者の個々の実態に即したものとな

っていない等の声も寄せられていることを踏まえ、各市町村における具体

的な運用等についての実態調査を実施したところである。 

本調査結果は別添のとおりであるが、自立支援給付と介護保険制度との

適用関係に係る留意事項を下記のとおりまとめたので、御了知の上、管内

市町村、関係機関に周知徹底いただくとともに、その運用に遺漏なきよう

お願いしたい。 

なお、本事務連絡については、老健局とも協議済みであることを念のた

め申し添える。介護保険担当課室へも本事務連絡を情報提供し、適宜、連

携を図るようお願いしたい。 
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記 

 

１．介護給付費等と介護保険制度との適用関係について 

（１）障害福祉サービスに相当する介護保険サービスの特定について 

適用関係通知において、市町村は、介護保険の被保険者である障害

者から障害福祉サービスの利用に係る支給申請があった場合は、個別

のケースに応じて、当該障害福祉サービスに相当する介護保険サービ

スにより適切な支援を受けることが可能か否か等について、申請に係

る障害福祉サービスの利用に関する具体的な内容（利用意向）を聴き

取りにより把握した上で、適切に判断することとしているが、改めて

各市町村においては、適切な運用をお願いしたい。 

 （２）具体的な運用について 

申請に係る障害福祉サービスに相当する介護保険サービスにより必

要な支援を受けることが可能と判断される場合であっても、当該サー

ビスの利用について介護保険法（平成９年法律第 123 号）の規定によ

る保険給付が受けられない場合には、その限りにおいて、介護給付費

等を支給することが可能であることとしている。市町村においては、

当該介護給付費等を支給する場合の基準を設けている場合であっても、

当該基準によって一律に判断するのではなく、介護保険サービスの支

給量・内容では十分なサービスが受けられない場合には、介護給付費

等を支給するなど、適切な運用に努められたい。 

また、障害福祉サービス利用者が要介護認定等を受けた結果、居宅

介護サービス費等区分支給限度基準額の範囲内では、利用可能なサー

ビス量が減少することも考えられる。しかし、介護保険利用前に必要

とされていたサービス量が、介護保険利用開始前後で大きく変化する

ことは一般的には考えにくいことから、個々の実態に即した適切な運

用をお願いしたい。 

    

２．介護保険制度の円滑な利用に当たっての留意点 

（１）障害福祉サービス利用者への介護保険制度の案内について 

要介護認定等の申請は、申請に係る者の状態について大きな変更が

生ずることが見込まれないということから、65 歳到達日（誕生日の前

日）、特定疾病に該当する者の 40 歳到達日（誕生日の前日）又は適用

除外施設退所日（以下「65 歳到達日等」という。）の３か月前以内に
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要介護認定等申請を受理し、65 歳到達日等に認定することを運用上の

対応として可能としている。 

そのため、障害福祉サービス利用者の介護保険制度の円滑な利用に

向け、要介護認定等の申請から認定結果通知にかかる期間を考慮して

65 歳到達日等前の適切な時期から要介護認定等に係る申請の案内を行

うこと。 

その際には、単に案内を郵送するだけでなく、市町村職員から、又

は、（３）にお示しする相談支援専門員から直接、介護保険制度につ

いて説明を行うことが望ましい。 

（２）障害福祉サービス利用者等に対する介護保険制度との併給が可能

な旨の案内について 

介護保険法の規定による保険給付が優先されることが、あたかも介

護保険のみの利用に制限されるという誤解を障害福祉サービス利用者

に与えることのないよう、適用関係通知（２）②の場合や③の場合に

ついては介護給付費等の支給が可能な旨、利用者及び関係者へ適切に

案内を行うこと。 

（３）指定特定相談支援事業者と指定居宅介護支援事業者等との連携に

ついて 

障害福祉サービス利用者が介護保険サービスを利用するに当たって

は、障害者が適切なサービスを受けられるよう 

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

17 年法律第 123 号）における指定特定相談支援事業所の相談支援専

門員がモニタリングを通じて、必要な介護保険サービスを円滑に利用

できるよう利用者に対し、介護保険制度に関する案内を行うことや、

介護保険サービスの利用に際しては、本人に了解の上、利用する指定

居宅介護支援事業所等に対し、利用者の状態や障害福祉サービスの利

用状況等サービス等利用計画に記載されている情報を提供するよう適

切に引継ぎを行うこと 

・介護保険サービス利用開始後も引き続き障害福祉サービスを利用する

場合は、サービス担当者会議等を活用して相談支援専門員と介護支援

専門員が随時情報共有を図ること 

等必要な案内や連携を行うこと等の周知をお願いしたい。 

※なお、ここでいう「指定居宅介護支援事業者等」とは、小規模多機

能型居宅介護や介護老人福祉施設のように、人員配置基準において
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介護支援専門員の配置が義務づけられている事業者を含むものであ

る。 

 

３．要介護認定等の申請について 

  介護保険の被保険者である障害者については、申請に係る障害福祉サ

ービスに相当する介護保険サービスにより適切な支援を受けることが可

能か否か、当該介護保険サービスに係る介護保険給付を受けることが可

能か否か等について判断するためにも、障害者の生活に急激な変化が生

じないよう配慮しつつ、まずは、要介護認定等申請を行っていただいた

上で介護保険制度からどのようなサービスをどの程度受けられるかを把

握することが適当である。 

 したがって、要介護認定等の申請を行わない障害者に対しては、申請

をしない理由や事情を十分に聴き取るとともに、継続して制度の説明を

行い、申請について理解を得られるよう働きかけること。 

   

４．指定障害者支援施設等入所者の要介護認定等について 

介護保険適用除外施設である指定障害者支援施設等入所者は、介護保

険サービスに相当する介護サービスが提供されていること等の理由から、

当分の間、介護保険の被保険者とはならないこととされている。一方で、

個々の事情に応じて介護保険適用除外施設を退所又は退院することもあ

り得るが、その場合には介護保険の被保険者となり、介護保険法に基づ

く要介護認定等を受けることにより、これに応じた介護保険サービスを

利用することが可能となる。   

この点、例えば、介護保険適用除外施設からの退所者が介護老人福祉

施設等へ入所しようとする場合には、通常、一定の期間を要することか

ら、指定障害者支援施設等の退所日と要介護認定申請の時期の兼ね合い

で必要な手続きや調整が円滑に行われないという指摘があるが、介護保

険サービスの利用を円滑に進めるために、関係者間での密な情報共有や

連携を図ることにより、柔軟に対応願いたい。 
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新高額障害福祉サービス等給付費について

○平成30年４月より、高齢障害者の介護保険サービスの利用を促進するため、65歳に至るまで相当の長期間にわたり
障害福祉サービスを利用していた一定の高齢障害者に対し、介護保険サービス利用者負担が軽減されるよう障害福
祉制度により利用者負担を軽減（償還）する仕組み（新高額障害福祉サービス等給付費）を設けたところ。

○当該給付費については、対象者からの申請が必要であり、いくつかの自治体では、申請対象者に対して個別に勧奨
通知を送付している事例もあり、高齢障害者（特に申請対象者）への制度の周知について丁寧に説明いただきたい。

○また、65歳に達する障害者が当該給付費の要件となる「相当介護保険サービス」を利用しているか否かについては、
介護保険担当部局とも連携して、その把握に努めていただきたい。

65歳に達する日前５年間にわたり、相当する障害福祉サービス（相当障害福祉サービス）に係る支給決定を受けていたことを要件とする。

※ただし、65歳に達する日前５年間において、入院その他やむを得ない事由により相当障害福祉サービスに係る支給決定を受けなかった期間がある場合において、その期間以外の期間において、相当障

害福祉サービスに係る支給決定を受けていたときは、当該要件を満たすものとする。

対象者の具体的要件①（「65歳に達する前に長期間にわたり」）

今回の利用者負担軽減の対象となるサービス（「相当障害福祉サービス」及び「相当介護保険サービス」）は以下のとおり。今回の利用者負担軽減の対象となるサービス（「相当障害福祉サービス」及び「相当介護保険サービス」）は以下のとおり。

対象者の具体的要件②（「相当障害福祉サービス、相当介護保険サービス」）

【居宅介護】
【重度訪問介護】

【生活介護】

【短期入所】

相当障害福祉サービス 相当介護保険サービス

【訪問介護】
【通所介護】

【地域密着型通所介護】

（離島等で行われる、これらに係る基準該当サービスを含む。） （離島等で行われる、これらに相当するサービスを含む。）
（介護予防サービスは含まない。）

【短期入所生
活介護】

【小規模多機能型居宅介護】

※65歳までの５年間にわたり「相当障害福祉サービス」を利用して（=支給決定を受けて）いた者が、65歳以降にこれに対応する「相当介護保
険サービス」以外の「相当介護福祉サービス」を利用した場合にも利用者負担を軽減。

65歳に達する日の前日において「低所
得」又は「生活保護」に該当し、65歳以降
に利用者負担の軽減の申請をする際にも
「低所得」又は「生活保護」に該当するこ
とを要件とする。

対象者の具体的要件③（「所得の状況」）

65歳に達する日の前日において障害支
援区分２以上であったことを要件とする。

対象者の具体的要件④（「障害の程度」）

65歳まで介護保険サービスを利用してこなかったことを要件とする。

※今般の法改正の趣旨は、いわゆる「65歳問題」、つまり①長年（5年以上）にわたり、障害福祉サービスを利用してきた障害者が、②“65歳”という年齢に達したことのみで、利用者負担（1割）が発生するこ
とに対応することであるため、65歳になる前から介護保険サービスを利用していた方は対象としない。

対象者の具体的要件⑤（「その他の事情」）
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６ 肢体不自由児通所医療等・療養介護医療等に係る見直しについて 

 

（１）肢体不自由児通所医療等・療養介護医療等に係る税制改正に伴う負担上限

月額の算定方法の見直し等について【関連資料１】 

 

【改正の概要】 

 ① 給与所得控除額及び公的年金等控除額の変更に伴う改正について 

 給与所得控除額及び公的年金等控除額の 10 万円引下げに係る税制改正

によって意図しない影響や不利益が生じないようにするため、肢体不自

由児通所医療費等・療養介護医療費等の負担上限月額の算定における所

得の計算方法については、給与所得がある者については、合計所得金額に

おける給与所得の計算に当たり、当該給与所得（所得金額調整控除が行わ

れている場合については、その控除前の金額）から 10 万円を控除するこ

ととする。なお、当該控除後の額が０円を下回る場合は、０円とする。 

 

 ② ひとり親控除制度の新設等に伴う改正について 

 個人住民税の非課税措置及び所得控除の対象を未婚のひとり親につい

ても拡大されたこと等に伴い、平成 30 年９月より講じてきた未婚のひと

り親への個人住民税の非課税措置及び所得割額の計算におけるみなし適

用が意味をなさなくなることから、当該みなし適用措置を不要とするこ

と等を行う。 

 

【留意事項】 

 ①②の改正は、令和３年７月以後に行われた肢体不自由児通所医療等に

ついて適用し、同年６月以前に行われる肢体不自由児通所医療等について

はなお従前の例によるものとする。 

  

※ 詳細については、「税制改正に伴う児童福祉法施行令及び児童福祉法施

行規則等の一部改正に係る留意事項について」（令和２年 12 月 28 日付け

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課・精神・障害保健課連

名事務連絡）を参照されたい。 

 

 

（２）療養介護医療等に係る経過的特例措置の延長について【関連資料２】 

 

【補足給付について】 

 障害児及び 20 歳未満の障害者に係る施設入所に要する実費負担について

は、子どもを養育する一般の世帯において通常要する程度の費用（地域で子

供を育てるために通常必要な費用）の負担となるように補足給付を行って

いる。 
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 当該補足給付について、一般１世帯においては、世帯の負担軽減を図るた

め、制度施行時から「地域で子供を育てるために通常必要な費用（養育費）」

及び「福祉部分利用者負担相当額」を住民非課税世帯と同様とする経過措置

を置いている。今般、当該経過的特例措置を令和６年３月 31 日まで延長す

る予定であるのでご承知置きいただきたい。 

 

【医療型個別減免について】 

 療養介護及び医療型障害児施設入所に係る医療費実費負担については、

家計に与える影響を勘案し、自立支援医療と類似した仕組みにより、軽減を

図っている。 

 当該経過措置は、平成 18 年の障害者自立支援法の施行に伴い負担が増加

する世帯について、低所得者に対する激変緩和措置として平成 18 年 10 月

より講じられおり、当該経過的特例措置については令和３年３月 31 日まで

を期限としている。今般、当該経過的特例措置を令和６年３月 31 日まで延

長する予定であるのでご承知置きいただきたい。 

 

【備考】 

 なお、本経過的特例に係る政令は令和３年３月下旬に改正予定である。 
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事 務 連 絡 

令和２年 12 月 28 日 

 

 都道府県知事 

各 指定都市市長 殿 

中 核 市 市 長 

 

                     

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 

障 害 福 祉 課 

精神・障害保健課 

 

  

税制改正に伴う児童福祉法施行令等及び児童福祉法施行規則等の一部改正に係る

留意事項について 

 

 

 令和２年 12 月 24 日付けで公布した「健康保険法施行令等の一部を改正する政

令」（令和２年政令第 381 号。以下「改正政令」という。）及び本日付けで公布

した「児童福祉法施行規則等の一部を改正する省令」（令和２年厚生労働省令第

212 号。以下「改正省令」という。）等の内容については、「健康保険法施行令等

の一部を改正する政令の公布について（通知）」（令和２年 12 月 24 日付け府子

本第 1149 号・健発 1224 第１号 ・子発 1224 第２号・障発 1224 第２号・老発 1224

第４号・保発 1224 第６号内閣府子ども・子育て本部統括官・厚生労働省健康局長

・厚生労働省子ども家庭局長・厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長・厚生

労働省老健局長・厚生労働省保険局長連名通知）及び「児童福祉法施行規則等の

一部を改正する省令の公布について（通知）」（令和２年 12 月 28 日付け健発 1228

第２号・子発 1228 第１号・障発 1228 第３号・老発 1228 第１号厚生労働省健康局

長・厚生労働省子ども家庭局長・厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長・厚

生労働省老健局長連名通知）等でお示しし、令和３年７月１日から適用すること

としています。 

 今般、改正政令及び改正省令等により、 

 ・ 給与所得控除額及び公的年金等控除額の 10 万円引下げに伴う基礎控除額の 10

万円引上げによる意図しない影響や不利益が生じないようにするため、障害児通

所支援等における負担上限月額の算定方法が変更され、また、 

 ・ 地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）におけるひとり

親控除制度の新設に伴い、平成 30 年９月より講じてきた未婚のひとり親へのみ

なし適用が意味をなさなくなることから、寡婦（夫）控除のみなし適用に係る規

定が削除される 

こととなります。 

 ついては、改正政令及び改正省令等における留意事項は下記のとおりですので、

運用に当たり遺漏のないようにされるとともに、管内市町村（特別区を含む。）、

関係者等に対し適切な周知を図っていただきますよう、お願いします。 

 

 

記 
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HNMPF
テキスト ボックス
関連資料１



 

 

第１ 対象制度 

  １ 給与所得控除額及び公的年金等控除額の 10 万円引下げに伴い負担上限月額

の算定方法が変更される制度 

① 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 21 条の５の 29 第２項に規定する 

当該通所給付決定保護者の家計の負担能力その他の事情をしん酌して政令で

定める額  

（関連法令） 児童福祉法施行令（昭和 23 年政令第 74 号。以下「児福令」

という。）第 25 条の 13 

 

② 児童福祉法第 24 条の 20 第２項第１号に規定する当該入所給付決定保護者

の家計の負担能力その他の事情をしん酌して政令で定める額 

 （関連法令） 児福令第 27 条の 13 

 

③ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17

年法律第 123 号。以下「障害者総合支援法」という。）第 58 条第３項第１号

に規定する当該支給認定障害者等の家計の負担能力、障害の状態その他の事

情をしん酌して政令で定める額 

 （関連法令） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律施行令（平成 18 年政令第 10 号。以下「障害者総合支援法施

行令」という。）第 35 条 

 

④ 障害者総合支援法第 70 条第２項又は第 71 条第２項において準用する第 58

条第３項第１号に規定する当該支給決定障害者等の家計の負担能力、障害の

状態その他の事情をしん酌して政令で定める額 

（関連法令） 障害者総合支援法施行令第 42 条の４ 

 

 ２ ひとり親控除制度の新設に伴い寡婦（夫）控除のみなし適用が削除される制

度 

 

① 児童福祉法第 21 条の５の３第２項第２号に規定する当該通所給付決定保

護者の家計の負担能力その他の事情をしん酌して政令で定める額 

（関連法令） 児福令第 24 条 

 

② 児童福祉法第 21 条の５の４第３項に規定する特例障害児通所給付費の額 

（関連法令） 児福令第 25 条の２ 

 

③ 児童福祉法第 21 条の５の 29 第２項に規定する肢体不自由児通所医療費の

額 

（関連法令） 児福令第 25 条の 13 第１項 

 

④ 児童福祉法第 24 条の２第２項第２号に規定する当該入所給付決定保護者

の家計の負担能力その他の事情をしん酌して政令で定める額 

（関連法令） 児福令第 27 条の２ 
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⑤ 児童福祉法第 24 条の 20 第２項第１号に規定する同一の月に受けた障害児

入所医療につき健康保険の療養に要する費用の額の算定方法の例により算定

した額から政令で定める額を控除して得た額 

（関連法令） 児福令第 27 条の 13 第１項 

 

⑥ 障害者総合支援法第 29 条第３項第２号に規定する当該支給決定障害者等

の家計の負担能力その他の事情をしん酌して政令で定める額 

（関連法令） 障害者総合支援法施行令第 17 条 

 

⑦ 障害者総合支援法第 30 条第３項に規定する特例介護給付又は特例訓練等

給付費の額 

（関連法令） 障害者総合支援法施行令第 19 条 

 

⑧ 障害者総合支援法第 54 条第１項の政令で定める基準 

（関連法令） 障害者総合支援法施行令第 29 条第１項 

 

⑨ 障害者総合支援法第 58 条第３項第１号の当該支給認定障害者等の家計の

負担能力、障害の状態その他の事情をしん酌して政令で定める額 

（関連法令） 障害者総合支援法施行令第 35 条 

 

⑩ 障害者総合支援法第 70 条第２項又は第 71 条第２項において準用する第 58

条第３項第１号に規定する療養介護医療費又は基準該当療養介護医療費の額 

（関連法令） 障害者総合支援法施行令第 42 条の４ 

 

⑪ 障害者総合支援法第 76 条第１項ただし書の政令で定める基準及び同条第

２項に規定する補装具費の額 

（関連法令） 障害者総合支援法施行令第 43 条の２第２項及び同令第 43

条の３ 

 

⑫ 障害者総合支援法第 54 条第１項の政令で定める基準の経過的特例 

（関連法令） 障害者総合支援法施行令附則第 12 条 

 

⑬ 障害者総合支援法第 58 条第３項第１号の当該支給認定障害者等の家計の

負担能力、障害の状態その他の事情をしん酌して政令で定める額の経過的特

例 

（関連法令） 障害者総合支援法施行令附則第 13 条第２項 

 

⑭ 障害児施設徴収金の基準額 

（関連通知） 障害児入所給付費等国庫負担金及び障害児入所医療費等国庫

負担金の交付要綱について（平成 19 年 12 月 18 日厚生労働省

発障第 1218002 号） 

 

⑮ やむを得ない事由により措置を行った場合の利用者負担の額 

（関連通知） やむを得ない事由による措置を行った場合の単価等の取扱い

について（平成 18 年 11 月 17 日障障発第 1117002 号） 

 

⑯ やむを得ない事由により措置（障害児通所支援）を行った場合の利用者負
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担の額 

（関連通知） やむを得ない事由による措置（障害児通所支援）を行った場

合の単価等の取扱いについて（平成 24 年６月 25 日障障発 0625

第１号） 

 

⑰ 措置入院に係る費用の徴収額 

（関連通知） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による措置入院患

者の費用徴収額、結核予防法による命令入所患者等の自己負担

額、麻薬及び向精神薬取締法による措置入院者の費用徴収額及

び感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

による入院患者の自己負担額の認定基準について（平成７年６

月 16 日厚生省発健医第 189 号） 

 

第２ 留意事項 

 １ 第１の１の①、②及び④並びに２の①～⑦、⑩、⑪及び⑭～⑰について 

   ⑴ 第１の１の①、②及び④の負担上限月額の算定方法の見直しについて 

  給与所得控除額が 10 万円引き下げられることにより、障害児通所支援等の負

担上限月額の算定において、給与所得がある者については給与所得が最大 10 万

円増加し、合計所得金額も増加することになる。 

 これにより、従前と異なる所得区分に該当する可能性があることから、その

影響を遮断するため、公的年金等所得を控除した合計所得金額の算定に当たっ

ては、所得金額調整控除（※）の適用の有無に応じて以下のとおり対応された

い。 
  

（※） その年の給与等の収入金額から給与所得控除額を控除した残額（以下「給与所得控除

後の給与等の金額」という。）及び公的年金等の収入金額から公的年金等控除額を控除し

た残額（以下「公的年金等に係る雑所得の金額」という。）がある居住者で、その合計額

が 10 万円を超えるものの総所得金額を計算する場合には、給与所得控除後の給与等の金

額（給与所得控除後の給与等の金額が 10 万円を超える場合には、10 万円）及び公的年

金等に係る雑所得の金額（公的年金等に係る雑所得の金額が 10 万円を超える場合には、

10 万円）の合計額から 10 万円を控除した残額が給与所得の金額から控除される。 

 

 〇 所得金額調整控除の適用がない場合 

    所得金額調整控除の適用がない場合、給与所得控除の 10 万円引下げに伴い、

給与所得が最大で 10 万円増加するため、合計所得金額が 10 万円増加する。そ

のため、給与所得控除の見直しの影響が生じないよう、合計所得金額における

給与所得の計算に当たり 10 万円を控除する。なお、当該控除後の額が０円を下

回る場合は、０円とする。 

 

（例） 税制改正前で給与所得控除後の給与所得が 75 万円で、その他に所得が

ないケース 

  

 負担上限月額の計算における所得  

  ＝ 75 万 ＋ 10 万（給与所得控除の引下げ分） 

     － 10 万（給与所得控除引下げに対する調整） 
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〇 所得金額調整控除の適用がある場合 

  所得金額調整控除の適用がある場合、給与所得は所得金額調整控除の額を減

じた額となる。これを踏まえ、控除見直しの影響が生じないよう、所得金額調

整控除の適用がある場合の給与所得の計算に当たっては、所得金額調整控除を

行う前の給与所得の額から 10 万円を控除する。なお、当該控除後の額が０円を

下回る場合は、０円とする。 

 

 （例） 税制改正前で給与所得控除後の給与所得が 16 万円で、公的年金等に係

る雑所得が０万円（公的年金等収入を 65 万円とする）、その他の所得が

ないケース 

  

 負担上限月額の計算における所得  

 ＝ 26 万（給与所得控除の引下げ分を加味した上で、所得金額調整控除を行う前の金額） 

  － 10 万（給与所得控除引下げに対する調整） 

   ＋ 65 万 

 

   ⑵ 第１の２の①～⑦、⑩、⑪及び⑭～⑰について 

 ひとり親控除に係る規定については、令和３年７月以後に行われる障害児通

所支援等について適用し、同年６月以前に行われる障害児通所支援等について

はなお従前の例による。この場合において、同年６月以前の負担上限月額の算

定に当たっては、関係法令又は関係通知の寡婦（夫）控除のみなし適用に係る

規定中「地方税法」とあるのは「地方税法等の一部を改正する法律（令和２年

法律第５号）第１条の規定による改正前の地方税法」と読み替えて適用するも

のとする。 

  なお、第１の２の⑭関連通知については、現時点で改正通知を発出していな

いが、令和２年度中に別途発出する予定であるので、上記と同様に取り扱われ

たい。 

 

 ２ 指定自立支援医療（第１の１の③並びに２の⑧、⑨、⑫及び⑬）について 

   ⑴ 第１の１の③の負担上限月額の算定方法の見直しについて 

   第２の１の⑴と同様に対応されたい。 

 

 ⑵ 第１の２の⑧、⑨、⑫及び⑬について 

 第２の１の⑵と同様に対応されたい。なお、障害者又は障害児の保護者であ

って、かつ、寡婦（夫）又は未婚のひとり親である者のうち、改正政令及び改

正省令等により控除額が変更するものについては、当該障害者又は障害児の保

護者からの支給認定の変更の申請又は職権により、令和３年７月１日から適切

な負担上限月額が設定されるように対応されたい。  
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補足給付の概要（20歳以上の障害者）

補足給付の額

控除後認定収入額（※２）が
66,667円を超える場合

（月額）53,500円－負担限度額
＊負担限度額（月額）＝（66,667円－その他生活費の額）＋（控除後認定収入額－66,667円）×50％

控除後認定収入額が
66,667円以下の場合

（月額）53,500円－負担限度額
＊負担限度額（月額）＝控除後認定収入額－その他生活費の額

生活保護受給者 （月額）53,500円

入所施設の食費・光熱水費の実費負担については、低所得者に対して、食費・光熱水費の実費負担をして
も、少なくとも手許に25,000円が残るよう、食費等基準費用額（53,500円）※１から所得に応じた負担限度額を
控除した額を補足給付として支給する。 ※１ 食事・光熱水費にかかる平均費用

○補足給付がない場合※３

負担限度額（実費負担）
39,000円

その他生活費
25,000円

控除後認定収入月額（64,000円）

※２ 一月における、収入から税、社会保険料、就労収入を控除した額

負担額（実費負担）
53,500円

10,500円

控除後認定収入月額（64,000円）

手許に残るのは
10,500円

○現行の補足給付※３

※３ 入所施設対象者（60歳未満、控除後認定収入額（月額 64,000円）の場合）

手許に少なくとも
25,000円
残るよう調整

食費等基準費用額
53,500円

食費等基準費用額
53,500円

補足給付額
14,500円

補足給付の概要（障害児及び20歳未満の障害者）
収入のない20歳未満の施設入所者の実費負担について、子どもを養育する一般の世帯において通常要する程度の費用（地域で子供を育てる
ために通常必要な費用）の負担となるように補足給付を行う。
一般１世帯においては、世帯の負担軽減を図るため、制度施行時から、「地域で子供を育てるために通常必要な費用（養育費）」及び「福祉部
分利用者負担相当額」を住民税非課税世帯と同様とする経過措置（養育費は79,000円→50,000円、利用者負担相当額は37,200円→15,000円。
令和２年度末まで）を置いている。
この経過措置について、令和６年３月末まで延長することとする。 （予定）

区分 補足給付の額

一般１世帯（※Ｒ２年度末まで）
住民税非課税世帯
生活保護世帯

（月額）53,500円－負担限度額（月額）
※ 負担限度額（月額）＝50,000円－その他生活費の額（※１）－福祉部分利用者負担相当額(上限15,000円)

一般２世帯
（月額）53,500円－負担限度額（月額）
※ 負担限度額（月額）＝79,000円－その他生活費の額（※１）－福祉部分利用者負担相当額（上限37,200円）

地域で子供を育てるために通常必要な費用（養育費）
50,000円

その他生活費
34,000円※１

福祉部分利用者負担相当額
15,000円※２

補足給付額
52,500円

食費等基準費用額
53,500円

食費・光熱水費
（負担限度額）1,000円

実費負担

地域で子供を育てるために通常必要な費用（養育費）
79,000円

その他生活費※１
34,000円

福祉部分利用者負担相当額
25,900円※２

補足給付額
34,400円

食費等基準費用額
53,500円

食費・光熱水費
（負担限度額）１9,100円

実費負担

※１ その他生活費
18歳未満 34,000円
それ以外 25,000円

障害者支援施設
に入所する20歳
未満の者に対す
る補足給付にも、
同様の経過措置
がある。

※２ 計算上は、障害児入
所支援に係る月額費用の
１割とし、この額が15,000
円を超えるときは、15,000
円（一般２の場合には
37,200円を超えるときは
37,200円）とする 。

【例】 障害児入所施設利用者、一般１世帯（所得割28万円未満）、施設利用料259,000円の場合

【例】 障害児入所施設利用者、一般２世帯（所得割28万円以上）、施設利用料259,000円の場合
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療養介護及び医療型障害児施設入所については、福祉サービスだけではなく医療も提供している。その利用
者負担については、他の障害福祉サービスと同様、福祉サービスに係る利用者負担については、低所得者（市
町村民税非課税世帯）はゼロとなっている。
そして、医療費実費負担についても、家計に与える影響を勘案し、自立支援医療と類似した仕組みにより、軽
減を図っている。

医療型個別減免の概要

給付される療養介護医療費又は障害児入所医療費（※１）

医療に要する費用から自己負担分（原則医療に要する費用の１割。ただし上限は負担上限月額まで）を控除した額を障害児
入所医療費又は療養介護医療費として支給
（ただし健康保険法等による支給が行われる部分については支給しない＜併給調整＞）

医療費自己負担

医療に要する費用（10割）

健康保険法等による給付

自己
負担

障害児入所医療費又は
療養介護医療費

○負担上限月額

負担上限月額

Ａ 一般（Ｂ、Ｃ、Ｄ以外の者） 40,200円（※２）

Ｂ 低所得２（住民税非課税でＣ以外） 24,600円（※２）

Ｃ 低所得１（住民税非課税で収入80万円以下） 15,000円（※２）

Ｄ 生活保護世帯 ０円

（７割）

※１ 食事療養負担額も療養介護
医療費又は障害児入所医療費と
して支給

※２ 20歳未満については、さらに低い負担上限月額を適用する。

療養介護医療に係る負担上限月額については、20歳以上の低所得世帯において負担上限月額を軽減
する経過措置が講じられている（令和２年度末まで）。
当該経過措置は、平成18年の自立支援法の施行に伴い負担が増加する世帯について、低所得者に対す
る激変緩和として、平成18年10月より講じられている。
この経過措置について、令和６年３月末まで延長することとする。 （予定）

医療型個別減免の概要（経過措置①（20歳以上の療養介護利用者））

現行（経過措置適用） 経過措置なし

Ａ 一般（Ｂ、Ｃ、Ｄ以外の者） 40,200円

Ｂ 低所得２（住民税非課税でＣ以外） ０～24,600円（※） 24,600円

Ｃ 低所得１（住民税非課税で収入80万円以下） ０～15,000円（※） 15,000円

Ｄ 生活保護世帯 ０円

※ 支給決定障害者の所得の状況を勘案して厚生労働省令で定めるところにより算定した額。具体的には以下の通り。

認定月収額（一月における、収入から税、社会保険料を控除した額）が
「療養介護の自己負担額＋食事療養負担額（又は生活療養負担額）＋そ
の他生活費」を超える場合

認定月収額－「療養介護の自己負担額＋（食事療養負担額又は生活療
養負担額）＋その他生活費」（ただしＢの者については最大24,600円、Ｃの
者については15,000円）

認定月収額が「療養介護の自己負担額＋食事療養負担額（又は生活療
養負担額）＋その他生活費」を超えない場合

０円

○負担上限月額
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医療型個別減免の概要（経過措置②（医療型障害児施設入所者、20歳未満の療養介護利用者））

※ 表中の下線部が「地域で子供を育てるために通常必要な費用」。
※ 20歳未満の療養介護利用者（一般１＜所得割28万円未満＞）についても同様の経過措置がある。

○負担上限月額（医療型障害児入所施設利用者）

医療型障害児施設入所利用者及び療養介護利用者（20歳未満）の医療費実費負担については、子どもを
養育する一般の世帯において通常要する程度の費用（地域で育てるために通常必要な費用）の負担となる
ように利用者負担の減免を行う。
低所得者世帯においては、世帯の負担軽減を図るため、制度施行時から、「地域で子供を育てるために通
常必要な費用」について経過措置（令和２年度末まで）を置いている。
この経過措置について、令和６年３月末まで延長することとする。 （予定）

現行（経過措置適用） 経過措置なし

Ａ 一般（Ｂ、Ｃ、Ｄ以外の者） 79,000円－（福祉部分利用者負担相当額＋34,000円）
＜ただし40,200円を超える場合は40,200円＞

Ｂ 低所得２（住民税非課税でＣ以外） 50,000円－（福祉部分利用者負担
相当額＋34,000円）

＜ただし24,600円を超える場合は24,600円＞

79,000円－（福祉部分利用者負担
相当額＋34,000円）

＜ただし24,600円を超える場合は24,600円＞

Ｃ 低所得１（住民税非課税で収入80万円以下） 50,000円－（福祉部分利用者負担
相当額＋34,000円）

＜ただし15,000円を超える場合は15,000円＞

79,000円－（福祉部分利用者負担
相当額＋34,000円）

＜ただし15,000円を超える場合は15,000円＞

Ｄ 生活保護世帯 ０円
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７ 障害福祉サービス事業所等の整備及び適切な運営等について  

 

 

（１）共生型サービスの普及促進 

「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する

法律」が平成 30 年４月に施行され、高齢者と障害児者が同一事業所でサー

ビスを受けやすくするため、介護保険と障害福祉制度の両制度において、

新たに「共生型サービス」を位置付け、障害福祉サービス事業所（介護保

険サービス事業所）等であれば、基本的に介護保険サービス事業所（障害

福祉サービス事業所）の指定も受けられる特例を設けている。  

令和２年度老人保健健康増進等事業「共生型サービスの実態把握及び普

及啓発に関する調査研究事業」において、自治体や事業所に対するアンケ

ート調査やヒアリング調査、共生型サービスの普及啓発に向けた研修会を

実施しており、共生型サービスの実施・普及に資するよう、共生型サービ

スの創設の経緯や共生型サービスを実施することにより解決できる地域課

題、共生型サービスの開始や運営に関するポイント、現在共生型サービス

に取り組んでいる事業所の事例報告等をまとめた「共生型サービス★はじ

めの一歩★～立ち上げと運営のポイント」も作成している。これら調査結

果や成果物については、今後周知する予定であるので、ご承知おき願いた

い。 

制度開始から３年が経過する現在においても、共生型障害福祉サービス

を実施している事業所は 739 箇所、共生型介護保険サービスを実施してい

る事業所は 117 箇所（いずれも令和２年 11 月審査分（同年 10 月サービス

提供分）と少ないという状況にあることから、各自治体におかれては、こ

れら資料も活用いただき、制度趣旨や事業概要、取組事例等について管内

事業所に対する説明会の開催等を通じた共生型サービスの普及促進に向け

た取組をお願いしたい。【関連資料１】 

また、各都道府県・指定都市・中核市における共生型介護保険サービス、

共生型障害福祉サービス担当課一覧を共有するので、適宜参考にされたい。

【関連資料２】 

 

 

（２）障害福祉サービス等支援体制整備事業（処遇改善加算の取得促進）につ

いて 

 障害福祉サービス等支援体制整備事業については、福祉・介護職員処遇改善

加算及び福祉・介護職員等特定処遇改善加算の一層の取得促進を図る観点から、

都道府県等が実施する障害福祉サービス等事業所への助言・指導等の取組を支

援し、加算の新規取得やより上位区分の加算の取得を促進することを目的とし

て実施しているところであるが、今般の令和３年度報酬改定において、廃止さ

れる福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）並びに福祉・介護職員処遇
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改善特別加算については、１年間の経過措置期間を設けた上で廃止することと

している。 

このため、令和３年度の本事業の実施にあたっては、現在、これらの加算を

取得している事業所に対して、より上位区分の加算の取得促進に向けた助言・

指導等の取組を優先的に行っていただくようお願いする。【関連資料３】 

 

 

（３）障害福祉サービス等の情報公表制度について  

 令和３年度より情報公表システムの基本的な情報と連携する「災害時情報共

有システム」の運用が開始される予定であるため、未登録や未公表の事業所が

ある場合は、速やかに入力を促進し、審査・公表していただくようお願いする。  

また、公表情報については、年度ごとの情報更新をお願いしているところで

あるが、現時点において、過去に登録された情報が更新されていない事業所や、

平成 30 年４月の制度施行後、未だ公表されていない事業所情報が散見される

ため、都道府県等においては、より一層管内事業者に対して、情報公表制度の

趣旨を周知し、報告を促すとともに、報告された情報を速やかに審査し、公表

していただくようお願いする。【関連資料４】 

 

 

（４）障害福祉の仕事の魅力発信について 

現在、厚生労働省では、障害福祉の仕事の魅力を発信するためのデジタルパ

ンフレット及び動画を作成中であり、完成後、その旨お知らせすることとして

いるので、各都道府県等において適宜ご活用いただきたい。 

また、各都道府県においては、地域生活支援事業による就職フェアや体験イ

ベント等の開催により、障害福祉の仕事の魅力を発信するとともに、人材確保

に積極的に取り組んでいただきたい。【関連資料５】 

 

 

（５）障害者自立支援給付費負担金等の適正な執行について  

障害者自立支援給付費負担金については、  

平成 30 年度以前（H26～H30）の交付額について、令和２年度において再

確定を行っている。（396 件、返還額 350 百万円・追加交付額 55 百万円） 

これは、会計検査院による指摘や市区町村における自主監査等によって

国庫負担金が過大、または過小に交付されていることが判明したものであ

り、その要因は、事業所の不正請求や負担金の算定について事業所や自治

体での事務処理誤り等である。 

各都道府県におかれては、限りある予算であることをご理解いただき、

負担金の算定方法や誤りやすい事例などについて、市区町村を集めた研修会

や勉強会の開催等を通じて、十分な理解を促していただくとともに、審査・

確認に二重のチェックを行うなど、市区町村に対する適切な助言・指導に努
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めていただきたい。 

なお、障害児入所給付費等国庫負担金においても同様に市区町村に対す

る適切な助言・指導に努めていただきたい。  

【会計検査院による主な指摘事項】 

・ 市区町村において、障害福祉サービス費等のうち訪問系サービスの国

庫負担基準額の算定に当たり、本来は前年度の財政力指数により「支給

決定者数及び重度率に応じた嵩上げ率」を算定すべきところ、誤って

前々年度の財政力指数により算定していたため、国庫負担金が過大に交

付されていた。 

・ 都道府県において、障害児入所給付費等の算定に当たり、誤った基準

により徴収金を過少に算定していたため、国庫負担金が過大に交付され

ていた。 

・ 事業所において、就労移行支援に係る訓練等給付費の算定に当たり、

過去の就労移行者の人数が０人となっていたにも関わらず就労定着者

の割合に応じた単位数により算定していなかった。  

・ 事業所において、放課後等デイサービスに係る障害児通所給付費の算

定の際、所定の要件を満たした児童発達支援管理責任者を配置していな

いにも関わらず児童発達支援管理責任者欠如減算を行わず算定してい

た。 

 

 

（６）障害福祉関係施設の防災・減災対策等について  

① 障害福祉関係施設の耐震化について  

障害福祉関係施設の耐震化状況については、平成 30 年９月に公表した

「社会福祉施設等の耐震化状況調査」の結果（厚生労働省ホームページ：

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/se

ikatsuhogo/shakai-fukushi-shisetsu1/index.html 参照）では、平成 29

年３月時点（※１）の耐震化率は 83.7％（4.2 万棟／5.0 万棟）であり、

未だ耐震化されていない施設が見受けられるところである。 

障害福祉関係施設については、自力避難が困難な方が多く利用されてお

り、利用者の安全を確保する観点から、できる限り早期に全ての施設の耐

震化を完了する必要がある。 

こうした中、緊急対策において、社会福祉施設等の耐震化を着実に推進

していくことを明記するなど、厚生労働省としても、今後、想定される南

海トラフ地震や首都直下地震等に備え、引き続き、未耐震施設の耐震化整

備を早急に進めていくことが喫緊の課題であると考えている。各都道府県

等におかれては、未耐震施設の把握（対象施設の種別や場所のみならず、

耐震化計画の有無や内容、それぞれが抱えている耐震化に向けた課題な

ど）に努めていただくとともに、当該施設に対しては、積極的に補助制度

や融資制度（※２）の情報提供や助言を行うなど、計画的に耐震化整備を

進めていただきたい。 
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※１ 平成 31 年３月の状況については、現在集計中であり、公表時に

は別途、お知らせする  

 

※２ 耐震化整備の設置者負担については、独立行政法人福祉医療機構

において融資を行っており、社会福祉施設等の耐震化整備について

は、融資条件の優遇措置を実施している。  

 

【国庫補助金の交付を受ける事業】 

融資率  95％ 

貸付利率 基準金利同率（措置期間中無利子） 

【上記以外の事業】 

融資率  通常の融資率と同様 

貸付利率 基準金利同率 

 

② 障害福祉関係施設の非常用自家発電設備整備・給水設備等の整備について 

障害福祉関係施設については、日常生活上の支援が必要な方が多数利用

していることから、災害時においてもその機能を維持できるよう必要な対

策を講じることが重要であるため、非常用自家発電設備・給水設備の整備

を推進することとしている。 

なお、これらの設置場所については、津波や浸水等の水害や土砂災害等

に備え、屋上等に設置する等、安全面にご留意いただきたい。  

また、グループホームの改修整備にあたっては、停電時に備えた外部給

電を受けるために必要となる設備の改修及び蓄電設備の設置に係る改修

も可能となっている。 

各都道府県等におかれては、障害福祉関係施設に対し、災害による停

電・断水に備えた対策の点検を促すとともに、非常用自家発電設備・給水

設備を整備する場合等の社会福祉施設等施設整備費補助金の活用につい

て周知をお願いする。 

あわせて、非常用自家発電設備については、防災基本計画（令和２年５

月中央防災会議）において、「病院、要配慮者に関わる社会福祉施設等の

人命に関わる重要施設の管理者は、発災後 72 時間の事業継続が可能とな

る非常用電源を確保するよう努めるものとする。」とされたので、災害に

よる停電時に非常用自家発電設備を問題なく使用できるようにするため、

設備の定期的な点検や使用訓練等を行っていただくよう周知をお願いす

る。 

 

※ 非常用自家発電設備整備及び給水設備の設置者負担については、独

立行政法人福祉医療機構において融資を行っており、非常用自家発電

設備整備及び給水設備については、融資条件の優遇措置を実施してい

る。 

 

  【国庫補助金の交付を受ける事業】 

融資率  95％（施設本体を含む） 
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貸付利率 基準金利同率（措置期間中無利子） 

【上記以外の事業】 

融資率  通常の融資率と同様 

 

③ 障害福祉関係施設の土砂災害対策等の徹底について  

障害福祉関係施設の土砂災害対策については、「土砂災害のおそれのあ

る箇所に立地する「主として防災上の配慮を要する者が利用する施設」に

係る土砂災害対策における連携の強化について」（平成 27 年８月 20 日付

27 文施施企第 19 号、科発 0820 第１号、国水砂第 44 号、文部科学省大臣

官房文教施設企画部施設企画課長、同省スポーツ・青少年局学校健康教育

課長、厚生労働省大臣官房厚生科学課長、国土交通省水管理・国土保全局

砂防部砂防計画課長連名通知。以下「土砂災害対策連携通知」という。）

により、民生部局と砂防部局の連携による土砂災害対策の推進をお願いし

てきたところである。 

こうした中、近年の水害・土砂災害の発生等を踏まえ、平成 29 年６月

に土砂災害防止法が改正され、洪水等の浸水想定区域内又は土砂災害警戒

区域内の要配慮者利用施設の所有者又は管理者に対し、避難確保計画の作

成及び避難訓練の実施が義務付けられたところである。  

各都道府県等におかれては、同法の規定も踏まえ、砂防部局や管内市区

町村との連携体制を一層強化し、水害・土砂災害のおそれがある地域に立

地する障害福祉関係施設を的確に把握するとともに、「要配慮者利用施設

管理者のための土砂災害に関する避難確保計画作成の手引き」や「水害・

土砂災害に係る要配慮者利用施設における避難計画点検マニュアル」を参

考に、当該施設に対して、改めて指導・助言等を行っていただくようお願

いする。 

また、厚生労働省においては、「土砂災害のおそれのある箇所に立地す

る「主として防災上の配慮を要する者が利用する施設」に係る土砂災害対

策における連携の強化について」（平成 29 年 11 月 24 日付子子発 1124 第

１号、社援保発 1124 第１号、障企発 1124 第１号、老推発 1124 第１号、

老高発 1124 第１号、老振発 1124 第１号、老老発 1124 第１号、厚生労働

省子ども家庭局子育て支援課長、社会・援護局保護課長、障害保健福祉部

企画課長、老健局総務課認知症施策推進室長、高齢者支援課長、振興課長、

老人保健課長連名通知）を通知しているところであるので、各都道府県等

におかれては、同通知を踏まえ、土砂災害対策連携通知の内容の再確認、

関係部局間の情報共有、管内市区町村への周知等についても、併せて適切

な対応をお願いする。 

 

④ 大規模災害等への対応について  

障害福祉関係施設においては、自力避難が困難な方が多数利用している

ことから、利用者の安全確保等の観点から、大規模災害等に備えた十分な

対策を講じる必要がある。 

各都道府県等におかれては、各種法令や通知等に基づき、非常災害対策

計画の策定、消防等関係機関への通報及び連絡体制の整備、定期的な避難
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訓練の実施、停電や断水といったライフラインの寸断に備えた物資の備蓄

等の災害対策に万全を期するよう、障害福祉関係施設に対する助言等をお

願いする。（「社会福祉施設等における災害時に備えたライフライン等の

点検について」（平成 30 年 10 月 19 日付厚生労働省子ども家庭局子育て

支援課、社会・援護局福祉基盤課、障害保健福祉部障害福祉課、老健局総

務課連名事務連絡）など参照） 

また、各都道府県等におかれては、大規模災害等が起こると予測されて

いる場合、状況に応じた早期の避難に係る注意喚起や停電等への備え（燃

料の確保など）の呼びかけを行うとともに、市区町村や社会福祉施設等と

の連絡体制の確保など、被害が生じた場合に備えていただくようお願いす

る。 

更に、障害福祉関係施設は、災害時において地域の防災拠点としての機

能も期待されることから、社会福祉施設等施設整備費補助金を活用した避

難スペース、非常用自家発電設備及び給水設備の整備を進めるなどにより、

災害時において被災障害者等を積極的に受け入れる体制の整備をお願い

する。 

 

 

（７）障害福祉関係施設の被災状況の把握等について  

災害発生時における障害福祉関係施設の被災状況については、「災害発生

時における社会福祉施設等の被災状況の把握等について」（平成 29 年２月 20

日付け雇児発 0220 第２号、社援発 0220 第１号、障発 0220 第１号、老発 0220

第１号、厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、障害保健福

祉部長、老健局長連名通知）に基づき、各都道府県等から情報提供をいただ

き、被害状況の把握及び必要な支援策の検討等に活用しているところである。 

都道府県等におかれては、以下の点に、ご留意いただきたい。 

 

① 迅速な情報収集及び提供について  

必要な支援を迅速に行うためには、通知に基づく情報が非常に重要であ

ることから、災害発生時には可能な限り迅速な情報収集及び提供をお願い

する。また、被災状況の把握にあたっては、停電等により連絡手段が途絶

された場合に備え、施設長等の携帯電話、固定電話、防災電話、Ｅメール、

ＳＮＳ、市区町村、関係団体からの報告、職員による巡回等による情報収

集等の手段について、あらかじめ整理し、把握するとともに、電源車、給

水車等の施設からの支援要請についても把握するようお願いする。  

 

② 停電発生時の対応について  

社会福祉施設等で停電が発生した場合には、重大な事故につながるおそ

れがあり、それを未然に防止することが必要であることから、都道府県等

におかれては、社会福祉施設等で停電が発生した際に、特に医療的配慮が

必要な入所者等について、電源が確保された協力病院等に一時避難を依頼

する等、要配慮者の安全対策に万全を期すよう、平時から施設管理者等に

対し働きかけを行っていただきたい。 
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  ③ 災害時情報共有システムについて 

災害発生時における障害者支援施設等の被害状況等を国・地方公共団体

が迅速に把握・共有し、停電施設への電源車の手配など、被災施設等への

迅速かつ適切な支援につなげるため、今年度、障害者支援施設等に係る災

害時情報共有システムの構築を進めている。  

令和３年度より運用を開始する予定であり、運用開始に向けた準備を進

めていくので、必要な情報の登録等について、引き続きご協力をお願いす

る。 

特に、災害時情報共有システムの対象となる施設、事業所の情報は、既

存の情報公表システムに登録された情報と連携するため、情報公表システ

ム上で施設、事業所による登録が未了、又は自治体への申請がされていな

いことにより公表されていない施設、事業所は、災害時情報共有システム

の対象とならず、災害発生時にシステムを活用した被災状況報告が行えな

くなるので、情報公表システムにおいて未登録や未公表の事業所がある場

合は、速やかに入力を促進し、審査・公表していただくようお願いする。

【関連資料６】 

 

（８）東日本大震災からの復旧・復興等（利用者負担免除に係る自治体負担分

に対する財政支援）  

東日本大震災により被災した障害福祉サービス等に係る利用者負担を免

除した場合の取扱いについては、財政支援を次のとおり延長する予定であ

り、令和３年度予算案に計上しているため、管内市町村、サービス事業所

等に周知を図るようご配慮願いたい。 

なお、詳細は近日中に交付要綱でお示しすることとしているので、管内

自治体への周知をお願いしたい。 

 

○対象者：東京電力福島第一原子力発電所事故により設定された帰還困難

区域等（※１）、上位所得層を除く旧緊急時避難準備区域等（※

２）及び令和２年度以前に指定が解除された旧避難指示解除準

備区域等（※３）の住民（震災発生後、他市町村に避難のため

転出した住民を含む。）。 

 

（※１）帰還困難区域、居住制限区域、避難指示解除準備区域  

（※２）旧緊急時避難準備区域、旧特定避難勧奨地点（ホットスポット）  

（※３）旧避難指示解除準備区域及び旧居住制限区域  

 

○対象となるサービス：介護給付費、訓練等給付費、障害児入所給付費等、

障害児通所給付費等、補装具費等、障害児入所措

置費、やむを得ない事由による措置費  

○実施期間：令和４年２月末（サービス提供分）まで 
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（９）障害福祉サービス事業所における運営規程等の掲示について  

 

障害者総合支援法に基づく省令において、障害福祉サービス事業者は、「事

業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制その他の利用

申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければな

らない。」とされている。 

これらの重要事項については、 

・ 利用申込者、利用者又はその家族が、事業所を比較・検討して適切

に選ぶため、 

・ また、利用者の家族が施設に面会に来た際に、事業所のサービス提

供体制が整っているかどうかを確認するため  

等に必要な情報であることから、障害福祉サービスの利用申込者、利用者又

はその家族に対して見やすい場所（一般的には、玄関や入口等）に掲示する

ことを事業所に求めているものであるが、今般、重要事項のうち「従業者の

勤務の体制」について、指定権者である自治体の指導に基づき従業者の氏名

が含まれる勤務体制表を事業所の見えやすい場所に掲示していたところ、目

的外に利用されるケースがあるとの指摘があった。  

「従業者の勤務の体制」については、例えば、管理者、介護職員等の職種

ごと、日勤・夜勤ごと、常勤・非常勤ごとの人数を掲示することにより従業

者の勤務体制がわかるようにする趣旨であり、従業者の氏名まで掲示するこ

とを求める趣旨ではない。 

都道府県・指定都市・中核市においては、上記の内容をご理解の上、管内

障害福祉サービス事業者への周知をお願いする。  

また、あわせて、以下のとおり掲示の方法の見直しを行うこととしている

ので、この点についても周知をお願いする。  

なお、障害福祉サービス事業所と介護サービス事業所を併設等により一体

的に運営を行っている場合もあるが、上記の運営規程等の掲示の取扱いに関

しては、介護サービスも同様であるので、念のため申し添える。 

 

（参考：掲示の方法の見直し） 

令和３年度障害福祉サービス等報酬改定において、障害福祉サービス

事業者の業務負担軽減や利用者の利便性の向上を図る観点から、運営規

程等の重要事項について、事業所の掲示だけでなく、閲覧可能な形でフ

ァイル等で備え置くこと等も可能とする。  
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種類 指定を受けている
介護保険サービス（※）

共生型の
請求事業所数

（参考）サービス全体の
請求事業所数

【障害福祉サービス】 607 －
居宅介護 指定訪問介護事業所 77 20,623
重度訪問介護 指定訪問介護事業所 22 7,427
短期入所 指定短期入所生活介護事業所（介護予防を含む）、

（看護）小規模多機能型居宅介護（予防を含む）の
「泊まり」部分

57 4,819

生活介護 指定通所介護事業所（地域密着型を含む）、（看護）
小規模多機能型居宅介護（予防を含む）の「通い」部分 406 11,353

自立訓練（機能訓練） 指定通所介護事業所（地域密着型を含む）、（看護）
小規模多機能型居宅介護（予防を含む）の「通い」部分 26 175

自立訓練（生活訓練） 指定通所介護事業所（地域密着型を含む）、（看護）
小規模多機能型居宅介護（予防を含む）の「通い」部分 19 1,204

【障害児通所支援】 132 －
児童発達支援 指定通所介護事業所（地域密着型を含む）、（看護）

小規模多機能型居宅介護（予防を含む）の「通い」部分 28 7,852
放課後等デイサービス 指定通所介護事業所（地域密着型を含む）、（看護）

小規模多機能型居宅介護（予防を含む）の「通い」部分 104 15,484
合計 739 ｰ

（令和２年11月審査分(10月サービス提供分）

共生型サービスの請求事業所数
（介護保険事業所が共生型障害福祉サービスの指定を受ける場合）

（出典）国保連合会保有給付実績情報に基づき、障害保健福祉部にて任意集計を実施。

（※２）「サービス全体の請求事業所数」は令和2年11月審査分（10月サービス提供分）。

（※１）「指定を受けている介護保険サービス」毎の「共生型の請求事業所数」の内訳は把握できていない。また、介護保険サービス以外に、
指定生活介護は共生型障害児通所支援の指定が、障害児通所支援は共生型生活介護の指定が可能であり、件数に含まれている。

関連資料１

種類 指定を受けている
障害福祉サービス

共生型の
請求事業所数

（参考）
サービス全体の
請求事業所数

訪問介護 7 33,493
（内訳） 指定居宅介護事業所 3 ｰ

指定重度居宅介護事業所 4 ｰ
通所介護（※１） 107（※２） 43,182

（内訳） 指定生活介護事業所 101 ｰ
指定自立訓練事業所 4 ｰ
指定児童発達支援事業所 0 ｰ
指定放課後等デイサービス事業所 2 ｰ

短期入所生活介護 3 10,530
（内訳） 指定短期入所事業所 3 ｰ

合計 117 ｰ

（出典）国保連合会保有給付実績情報について、介護保険総合データベースの任意集計を実施。
（※１）通所介護は地域密着型通所介護を含む件数。
（※２）同一事業所において、指定生活介護事業所及び指定自立訓練事業所の双方から算定されている事業所１件を含む。

共生型サービスの請求事業所数
（障害福祉サービス事業所が共生型介護保険サービスの指定を受ける場合）

（令和２年11月審査分（10月サービス提供分））
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部署名 電話番号 部署名 電話番号
1 北海道 保健福祉部福祉局施設運営指導課介護事業指定係 011-204-5935 保健福祉部福祉局施設運営指導課障がい事業指定係 011-204-5935
2 青森県 健康福祉部高齢福祉保険課介護事業者グループ 017-734-9299 健康福祉部障害福祉課障害福祉事業者グループ 017-734-9308
3 岩手県 保健福祉部長寿社会課介護福祉担当 019-629-5441 保健福祉部障がい保健福祉課 019-629-5447
4 宮城県 保健福祉部長寿社会政策課運営指導班 022-211-2556 保健福祉部障害福祉課運営指導班 022-211-2558
5 秋田県 健康福祉部長寿社会課介護保険班 018-860-1363 健康福祉部障害福祉課地域生活支援班 018-860-1332
6 山形県 健康福祉部長寿社会政策課事業指導担当 023-630-3359 健康福祉部障がい福祉課障がい福祉支援担当 023-630-2317
7 福島県 福島県保健福祉部高齢福祉課 024-521-7745 福島県保健福祉部障がい福祉課 024-521-7240
8 茨城県 保健福祉部長寿福祉推進課介護保険指導・監査担当 029-301-3343 保健福祉部障害福祉課自立支援担当 029-301-3363

9 栃木県
保健福祉部高齢対策課介護サービス班介護事
業者チーム

028-623-3149 保健福祉部障害福祉課福祉サービス事業担当 028-623-3029

10 群馬県 健康福祉部介護高齢課居宅サービス係 027-226-2575 健康福祉部障害政策課施設利用支援係 027-226-2632

11 埼玉県 福祉部高齢者福祉課 048-830-3254

福祉部障害者支援課
 地域生活支援担当
 （障害児通所・訪問系サービス）
 施設支援担当
 （障害福祉サービス）

地域生活支援担当
048-830-3317
施設支援担当
048-830-3314

12 千葉県 健康福祉部高齢者福祉課介護事業者指導班 043-223-2395

健康福祉部障害福祉事業課
 事業支援班（障害福祉サービス担当）
 地域生活支援班（訪問系サービス担当）
 療育支援班（障害児通所サービス担当）

事業支援班
043-223-2308、
地域生活支援班
043-223-2335、
療育支援班
043-223-2336

13 東京都
福祉保健局高齢社会対策部介護保険課介護事
業者担当

03-5320-4593
障害者施策推進部地域生活支援課在宅支援担
当

03-5320-4325

14 神奈川県

福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課
 在宅サービスグループ
 （共生型訪問介護、共生型通所介護）
 福祉施設グループ
 （共生型短期入所生活介護）

在宅サービスグループ
045-210-1111
内線4824、4841～4843、

福祉施設グループ
045-210-1111
内線4852～4855

福祉子どもみらい局福祉部障害サービス課事
業支援グループ

045-210-4732

15 新潟県 福祉保健部高齢福祉保健課介護サービス係 025-280-5193 福祉保健部障害福祉課在宅支援係 025-280-5228
厚生部厚生企画課地域共生福祉係
（普及・職員研修）

076-444-3197

厚生部高齢福祉課施設・居宅サービス係
（指定・指導）

076-444-3414

17 石川県 健康福祉部長寿社会課在宅サービスグループ 076-225-1417 健康福祉部障害保健福祉課企画推進グループ 076-225-1428
18 福井県 健康福祉部長寿福祉課介護サービスグループ 0776-20-0332 健康福祉部障がい福祉課自立支援グループ 0776-20-0339
19 山梨県 福祉保健部健康長寿推進課介護サービス振興担当 055-223-1455 福祉保健部障害福祉課施設支援担当 055-223-1463
20 長野県 健康福祉部介護支援課サービス係 026-235-7121 健康福祉部障がい者支援課施設支援係 026-235-7149
21 岐阜県 健康福祉部高齢福祉課事業者指導係 058-272-8298 健康福祉部障害福祉課事業所指導係 058-272-8302

22 静岡県 健康福祉部福祉長寿局長寿政策課計画班 054-221-2975
健康福祉部障害者支援局障害者政策課障害者
政策班

054-221-2352

23 愛知県 福祉局高齢福祉課介護保険指定・指導グループ 052-954-6289
福祉局福祉部障害福祉課事業所指定・指導グ
ループ

052-954-6317

24 三重県

医療保健部 長寿介護課
 居宅サービス班
 （共生型訪問介護、共生型通所介護）
 施設サービス班
 （共生型短期入所生活介護）

居宅サービス班
059-224-2262、
施設サービス班
059-224-2235

子ども・福祉部障がい福祉課サービス支援班 059-224-2266

25 滋賀県 健康医療福祉部医療福祉推進課在宅介護指導係 077-528-3523 健康医療福祉部障害福祉課企画・指導係 077-528-3544
26 京都府 健康福祉部高齢者支援課 075-414-4575 健康福祉部障害者支援課 075-414-4671

27 大阪府 福祉部高齢介護室介護事業者課居宅グループ 06-6944-7095
福祉部障がい福祉室生活基盤推進課指定・指
導グループ

06-6941-0351 内線2449

28 兵庫県
健康福祉部少子高齢局高齢政策課介護基盤整
備班

078-341-7711 内線2733

健康福祉部障害福祉局障害福祉課
 障害政策班
 （共生型居宅介護、共生型重度訪問介護、
  共生型短期入所）
 障害福祉基盤整備班
 （共生型生活介護、共生型自立訓練、
  共生型児童発達支援、
  共生型放課後等デイサービス）

障害政策班
078-341-7711 内線2966、

障害福祉基盤整備班
078-341-7711 内線3012

29 奈良県
福祉医療部医療・介護保険局介護保険課介護
事業係

0742-27-8532 福祉医療部障害福祉課自立支援・療育係 0742-22-1101 (2833)

30 和歌山県
福祉保健部 福祉保健政策局 長寿社会課 介護
サービス指導室

073-441-2527
福祉保健部 福祉保健政策局 障害福祉課 施設
福祉班

073-441-2537

共生型介護保険サービス・共生型障害福祉サービスの担当部署
共生型介護保険サービス 共生型障害福祉サービス

16 富山県 厚生部障害福祉課自立支援係 076-444-3212

都道府県・指定都市
・中核市名
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部署名 電話番号 部署名 電話番号
共生型介護保険サービス 共生型障害福祉サービス都道府県・指定都市

・中核市名
31 鳥取県 福祉保健部ささえあい福祉局長寿社会課 0857-26-7175 福祉保健部ささえあい福祉局障がい福祉課 0857-26-7193

32 島根県

健康福祉部高齢者福祉課
 介護サービス推進グループ
 （共生型訪問介護、共生型通所介護）
 介護サービス指導グループ
 （共生型短期入所生活介護）

介護サービス推進グループ

0852-22-5798・
0852-22-5928、
介護サービス指導グループ

0852-22-5235

健康福祉部障がい福祉課 0852-22-5239

33 岡山県 保健福祉部保健福祉課指導監査室 086-226-7917 保健福祉部保健福祉課指導監査室 086-226-7917

34 広島県
健康福祉局地域福祉課介護保険事業者指導グ
ループ

082-513-3208 健康福祉局障害者支援課指導検査グループ 082-513-3158

35 山口県 健康福祉部長寿社会課介護保険班 083ｰ933ｰ2774 健康福祉部障害者支援課施設福祉推進班 083ｰ933ｰ2735

36 徳島県

保健福祉部長寿いきがい課
 在宅サービス指導担当
 （共生型訪問介護、共生型通所介護）
 施設サービス指導担当
 （共生型短期入所生活介護）

在宅サービス指導担当
088-621-2192、
施設サービス指導担当
088-621-2182

保健福祉部障がい福祉課施設サービス指導担
当

088-621-2235

37 香川県
健康福祉部長寿社会対策課在宅サービスグ
ループ

087-832-3269

健康福祉部障害福祉課
 施設福祉・就労支援グループ
 （共生型生活介護、共生型自立訓練、
  共生型短期入所、共生型児童発達支援、
  共生型放課後等デイサービス）
 地域生活支援グループ
 （共生型居宅介護、共生型重度訪問介護）

施設福祉・就労支援グループ

087-832-3293
地域生活支援グループ
087-832-3292

38 愛媛県
保健福祉部生きがい推進局長寿介護課介護事
業者係

089-912-2432
保健福祉部生きがい推進局障がい福祉課障が
い支援係

089-912-2424

39 高知県 地域福祉部高齢者福祉課介護事業者担当 088-823-9632 地域福祉部障害福祉課事業者担当 088-823-9635

40 福岡県 保険医療介護部介護保険課指定係 092-643-3322
福祉労働部障がい福祉課障がい福祉サービス
指導室指定係

092-643-3312

41 佐賀県 健康福祉部長寿社会課サービス指導担当 0952-25-7266 健康福祉部障害福祉課施設担当 0952-25-7401
42 長崎県 福祉保健部長寿社会課施設・介護サービス班 095-895-2436 福祉保健部障害福祉課自立就労支援班 095-895-2455

43 熊本県 長寿社会局高齢者支援課居宅介護班 096-333-2219
子ども・障がい福祉局障がい者支援課サービ
ス向上班

096-333-2233

44 大分県 福祉保健部高齢者福祉課介護サービス事業班 097-506-2685 福祉保健部障害福祉課施設支援班 097-506-2745
45 宮崎県 福祉保健部長寿介護課居宅介護担当 0985-26-7058 福祉保健部障がい福祉課障がい者・就労支援担当 0985-26-7068

46 鹿児島県
鹿児島県くらし保健福祉部高齢者生き生き推
進課介護保険室事業者指導係

099-286-2687 鹿児島県くらし保健福祉部障害福祉課施設支援係 099-286-2749

47 沖縄県
子ども生活福祉部・高齢者福祉介護課・介護
指導班

098-866-2214 子ども生活福祉部・障害福祉課・事業指導支援班 098-866-2190

48 札幌市 保健福祉局高齢保健福祉部介護保険課事業指導係 011-211-2972
保健福祉局障がい保健福祉部障がい福祉課事
業者指定担当係

011-211-2938

49 仙台市 健康福祉局保険高齢部介護事業支援課指定係 022-214-8169

健康福祉局障害福祉部障害者支援課
 指導係
 地域生活支援係
 （共生型居宅介護、共生型重度訪問介護、
  共生型短期入所）
 施設支援係
 （共生型生活介護、共生型自立訓練、
  共生型児童発達支援、
  共生型放課後等デイサービス）

指導係
022-214-6141、
地域生活支援係
022-214-8164、
施設支援係
022-214-8188

50 さいたま市 保健福祉局長寿応援部介護保険課事業者係 048-829-1265 保健福祉局福祉部障害支援課審査指定係 048-829-1309

51 千葉市
保健福祉局高齢障害部介護保険事業課施設支
援班

043-245-5256
保健福祉局高齢障害部障害福祉サービス課地
域支援班

043-245-5228

健康福祉局障害福祉保健部障害施策推進課 045-671-3603
健康福祉局障害福祉保健部障害自立支援課居
宅サービス担当
（共生型居宅介護、共生型重度訪問介護）

045-671-2402

健康福祉局障害福祉保健部障害施設サービス
課施設等運営支援係（共生型生活介護）

045-671-3607

健康福祉局障害福祉保健部障害施設サービス
課地域施設支援係（共生型短期入所）

045-671-2416

こども青少年局こども福祉保健部障害児福祉
保健課（共生型児童発達支援、共生型放課後
等デイサービス）

045-671-4274

53 川崎市
健康福祉局長寿社会部高齢者事業推進課事業
者指定係

044-200-2544
健康福祉局障害保健福祉部障害計画課事業者
指定担当

044-200-2927

54 相模原市 健康福祉局地域包括ケア推進部福祉基盤課 042-769-9226 健康福祉局地域包括ケア推進部福祉基盤課 042-769-9226

52 横浜市

健康福祉局介護事業指導課
（共生型訪問介護、共生型通所介護）

045-671-3413、
045-671-3466

健康福祉局高齢施設課（共生型短期入所生活
介護）

045-671-3923
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部署名 電話番号 部署名 電話番号
共生型介護保険サービス 共生型障害福祉サービス都道府県・指定都市

・中核市名
55 新潟市 福祉部介護保険課指定係 025-226-1293 福祉部障がい福祉課指定係 025-226-1241

56 静岡市

保健福祉長寿局 健康福祉部 介護保険課
 事業者指導第１係
（共生型短期入所生活介護、
 共生型地域密着型通所介護）
 事業者指導第２係
（共生型訪問介護、共生型通所介護）

事業者指導第１係
054-221-1088、
事業者指導第２係
054-221-1377

保健福祉長寿局 健康福祉部 障害者支援推
進課 自立支援係

054-221-1098

57 浜松市 健康福祉部介護保険課指導グループ
053-457-2875、
053-457-2787

健康福祉部障害保健福祉課指導グループ 053-457-2860

健康福祉局障害福祉部障害者支援課指定指導係
（共生型居宅介護、共生型重度訪問介護、共生型
生活介護、共生型自立訓練、共生型短期入所）

052-972-3965

子ども青少年局子育て支援部子ども福祉課子
ども発達支援係
（共生型児童発達支援、共生型放課後等デイ
サービス）

052-972-3187

保健福祉局障害保健福祉推進室 075-222-4161

子ども若者はぐくみ局子ども家庭支援課 075-746-7625

60 大阪市 福祉局高齢者施策部介護保険課船場分室 06-6241-6319 福祉局高障がい者施策部運営指導課 06-6421-6520

健康福祉局障害福祉部障害施策推進課事業者係
（共生型居宅介護、共生型重度訪問介護、共生型
生活介護、共生型自立訓練、共生型短期入所）

072-228-7818

子ども青少年局子ども青少年育成部子ども家
庭課障害児支援係
（共生型児童発達支援、共生型放課後等デイ
サービス）

072-228-7331

62 神戸市 福祉局監査指導部
078-322-6771、
078-322-6326

福祉局障害者支援課
078-322-5230、
078-322-6332、
078-322-6352

63 岡山市

保健福祉局高齢福祉部事業者指導課
 訪問居宅事業者係（共生型訪問介護）
 通所事業者係（共生型通所介護）
 施設係（共生型短期入所生活介護）

訪問居宅事業者係
086-212-1012、
通所事業者係
086-212-1013、
施設係
086-212-1014

保健福祉局高齢福祉部事業者指導課障害事業
者係

086-212-1015

64 広島市 健康福祉局高齢福祉部介護保険課事業者指定係 082-504-2721 健康福祉局障害福祉部障害自立支援課 082-504-2841
65 北九州市 保健福祉局地域福祉部介護保険課居宅サービス係 093-582-2771 保健福祉局障害福祉部障害者支援課指定指導係 093-582-2424

保健福祉局障がい者部障がい福祉課
 指定指導第１係
 （共生型生活介護，共生型自立訓練、
  共生型短期入所）
 指定指導第２係
 （共生型居宅介護，共生型重度訪問介護）

092-711-4249

こども未来局こども部こども発達支援課事業
所指定・指導係
（共生型児童発達支援，共生型放課後等デイ
サービス）

092-711-4178

67 熊本市
健康福祉局福祉部介護保険課介護事業指導室
居宅サービス指導班

096-328-2793
健康福祉局障がい者支援部障がい保健福祉課
自立支援班

096-328-2519

68 函館市 保健福祉部指導監査課高齢者担当 0138-21-3926 保健福祉部指導監査課障がい等担当 0138-21-3912
69 旭川市 指導監査課（介護担当） 0166-25-9849 指導監査課（障がい担当） 0166-25-9849
70 青森市 福祉部介護保険課事業者チーム 017-734-5257 福祉部障がい者支援課障がい福祉チーム 017-734-5327
71 八戸市 市民防災部介護保険課介護事業者グループ 0178-43-9292 福祉部障がい福祉課自立支援グループ 0178-43-9343
72 盛岡市 保健福祉部介護保険課事業所指定係 019-626-7562 保健福祉部障がい福祉課事業所係 019-613-8296
73 秋田市 福祉保健部介護保険課施設管理担当 018-888-5674 福祉保健部障がい福祉課障がい福祉担当 018-888-5663
74 山形市 福祉推進部指導監査課高齢福祉指導係 023-641-1212 福祉推進部指導監査課障がい福祉指導係 023-641-1212

75 福島市
健康福祉部長寿福祉課長寿福祉係
 ※令和３年度以降は福祉監査課

020-525-7656
健康福祉部障がい福祉課障がい庶務係
 ※令和３年度以降は福祉監査課

024-525-3748

76 郡山市 保健福祉部介護保険課管理係 024-924-3021 保健福祉部障がい福祉課管理係 024-924-2381
77 いわき市 保健福祉部介護保険課長寿支援係 0246-22-7467 保健福祉部障がい福祉課事業係 0246-22-7486
78 水戸市 福祉部介護保険課管理係 029-297-1018 福祉部障害福祉課認定係 029-350-8084
79 宇都宮市 保健福祉部高齢福祉課介護サービスグループ 028-632-2306 保健福祉部障がい福祉課相談支援グループ 028-632-2364
80 前橋市 福祉部介護保険課指導係 027-898-6132 福祉部障害福祉課障害政策係 027-220-5713
81 高崎市 福祉部長寿社会課福祉施設担当 027-321-1248 福祉部障害福祉課管理担当 027-321-1245
82 川越市 福祉部介護保険課施設事業者担当 049-224-6404 福祉部障害者福祉課計画担当 049-224-5785
83 川口市 福祉部介護保険課事業者係 048-259-7293 福祉部障害福祉課施設係 048-271-9442

福祉部障害福祉課総務担当
（障害者）

048-963-9164

子ども家庭部子育て支援課少子政策担当
（障害児）

048-963-9165

58 名古屋市

健康福祉局高齢福祉部介護保険課
 居宅指定係
 （共生型訪問介護、共生型通所介護）
 施設指定係（共生型短期入所生活介護）

居宅指定係
052-972-3487、
施設指定係
052-972-2539

59 京都市
保健福祉局健康長寿のまち・京都推進室介護
ケア推進課事業者担当、
介護認定給付事務センター

事業者担当
075－213-5871、
介護認定給付事務センター

075－708-8087

61 堺市 健康福祉局長寿社会部介護事業者課調整係 072-228-7348

66 福岡市
保健福祉局高齢社会部事業者指導課在宅指導
係

092-711-4257

84 越谷市 福祉部介護保険課計画担当 048-963-9305
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部署名 電話番号 部署名 電話番号
共生型介護保険サービス 共生型障害福祉サービス都道府県・指定都市

・中核市名
85 船橋市 健康福祉局健康・高齢部介護保険課総務係 047-436-3306 健康福祉局福祉サービス部障害福祉課計画係 047-436-2307
86 柏市 保健福祉部法人指導課介護事業者担当 04-7168-1040 保健福祉部障害福祉課施設指導担当 04-7167-1136

87 八王子市 福祉部高齢者いきいき課事業者指定担当
042-620-7452、
042-620-7294

福祉部障害者福祉課事業者指定担当 042-620-7479

福祉部指導監査課指導監査第３係
（障害者）

046-822-8411

こども育成部幼保児童施設課指導監査係
（障害児）

046-822-8224

89 富山市 福祉保健部介護保険課企画係 076-443-2041 福祉保健部障害福祉課企画係 076-443-2254
90 金沢市 福祉局介護後保険課事業者管理係 076-220-2264 福祉局障害福祉課事業者管理係 076-220-2018
91 福井市 福祉保健部地域包括ケア推進課 0776-20-5400 福祉保健部障がい福祉課 0776-20-5435
92 甲府市 介護保険課経営係 055-237-5473 障がい福祉課サービス支援係 055-237-5654
93 長野市 保健福祉部高齢者活躍支援課介護施設担当 026-224-5094 保健福祉部障害福祉課指定給付担当 026-224-8382
94 岐阜市 福祉部介護保険課支援係 058-214-2093 福祉部障がい福祉課指導係 058-214-2136
95 豊橋市 東三河広域連合介護保険課 0532-26-8470 障害福祉課 0532-51-2340
96 岡崎市 福祉部介護保険課事業所指定係 0564-23-6646 福祉部障がい福祉課施策係 0564-23-6165
97 豊田市 福祉部介護保険課施設担当 0565-34-6634 福祉部障がい福祉課総務・計画担当 0565-34-6751
98 大津市 健康保険部介護保険課事業所施設係 077-528-2738 福祉子ども部障害福祉課管理係 077-528-2745
99 豊中市 福祉部長寿社会政策課事業所指定係 06-6858-2838 福祉部障害福祉課事業所係 06-6858-2229
100 吹田市 福祉部福祉指導監査室介護事業者担当 06-6105-8009 福祉部福祉指導監査室障がい事業者担当 06-6105-8007
101 高槻市 健康福祉部福祉指導課高齢介護事業チーム 072-674-7821 健康福祉部福祉指導課障がい福祉事業チーム 072-674-7821

102 枚方市 健康福祉部福祉指導監査課介護事業者グループ 072-841-1468
健康福祉部福祉指導監査課法人・障害福祉事
業者グループ

072-841-1467

103 八尾市 地域福祉部高齢介護課介護保険係 072-924-9360 地域福祉部障がい福祉課 072-924-3838
104 寝屋川市 福祉部指導監査課 072-812-2027
105 東大阪市 福祉部指導監査室介護事業者課 06-4309-3317 福祉部指導監査室障害福祉事業者課 06-4309-3187

健康福祉局長寿社会支援部介護保険課
（市民への周知）

079-221-2923
健康福祉局保健福祉部障害福祉課
（市民への周知）

079-221-2454

健康福祉局長寿社会支援部高齢者支援課
（整備補助金関係）

079-221-2306
健康福祉局保健福祉部障害福祉課
（整備補助金関係）

079-221-2454

健康福祉局保健福祉部監査指導課
（事業所の指定・指導・監査）

079-221-2490
健康福祉局保健福祉部監査指導課
（事業所の指定・指導・監査）

079-221-2490

107 尼崎市 健康福祉局福祉部法人指導課介護事業所指定担当 06-6489-6322 健康福祉局福祉部法人指導課障害事業所指定担当 06-6489-6750

108 明石市 福祉局高齢者総合支援室給付係 078-918-5091 福祉局生活支援室障害福祉課自立支援係 078-918-1344

109 西宮市
健康福祉局福祉総括室法人指導課事業者指定
チーム

0798-35-3152
健康福祉局福祉総括室法人指導課事業者指定
チーム

0798-35-3152

110 奈良市 福祉部介護福祉課施設整備係 0742-34-5422 福祉部障がい福祉課指定係 0742-34-4593
111 和歌山市 健康局保険医療部指導監査課 073-435-1319 福祉局社会福祉部障害者支援課 073-435-1060
112 鳥取市 福祉部地域福祉課指導監査室介護関係 0857-30-8204 福祉部地域福祉課指導監査室障がい関係 0857-30-8205
113 松江市 健康部介護保険課給付係 0852-55-5934 福祉部障がい者福祉課給付・審査係 0852-55-5946
114 倉敷市 保健福祉局指導監査課 086-426-3297 保健福祉局社会福祉部障がい福祉課事業所指導室 086-426-3287
115 呉市 福祉保健部福祉保健課指導監査室 0823-25-3132

116 福山市
保健福祉局長寿社会応援部介護保険課事業者
指定担当

084-928-1259
保健福祉局福祉部障がい福祉課事業者指定・
指導担当

084-928-1261

117 下関市 福祉部介護保険課事業者係 083-231-1371 福祉部障害者支援課権利擁護係 083-227-4199
118 高松市 健康福祉局長寿福祉部介護保険課相談指導係 087-839-2326 健康福祉局障がい福祉課 087-839-2333
119 松山市 保健福祉部介護保険課事業者指定・指導担当 089-948-6968 社会福祉担当部障がい福祉課事業者指定担当 089-948-6079
120 高知市 健康福祉部介護保険課事業係 088-823-9972 健康福祉部障がい福祉課 088-823-9378
121 久留米市 健康福祉部介護保険課 0942-30-9247 健康福祉部障害者福祉課 0942-30-9035
122 長崎市 福祉部福祉総務課企画推進係 095-829-1161 福祉部障害福祉課総務企画係 095-829-1141
123 佐世保市 保健福祉部指導監査課 0956-24-1111 保健福祉部指導監査課 0956-24-1111
124 大分市 福祉保健部長寿福祉課事業推進担当班 097-537-5744 福祉保健部障害福祉課障害福祉サービス担当班 097-537-5658
125 宮崎市 福祉部介護保険課事業所指導室 0985-44-2591 福祉部障がい福祉課審査指導係 0985-21-1772

126 鹿児島市
健康福祉局すこやか長寿部長寿あんしん課長
寿施設係

099-216-1147 健康福祉局福祉部障害福祉課ゆうあい係 099-216-1272

127 那覇市 福祉部ちゃーがんじゅう課施設グループ 098-862-9010 福祉部障がい福祉課企画・庶務グループ 098-862-3275

同左

106 姫路市

同左

88 横須賀市

福祉部指導監査課
 指導監査第１係
 （共生型短期入所生活介護）
 指導監査第２係
 （共生型訪問介護、共生型通所介護）

指導監査第１係
046-822-8162、
指導監査第２係
046-822-8393
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障害福祉サービス等支援体制整備事業

令和３年度予算案：52,930千円（（目）障害者総合支援事業費補助金）
実施主体：都道府県、指定都市、中核市

○ 都道府県等が行う福祉・介護職員処遇改善加算及び「新しい経済政策パッケージ」に基づく福祉・介護職員等特定処遇改善加算の
取得に係る障害福祉サービス等事業所への助言・指導等の取組を支援し、事業所における加算の新規取得や、より上位区分の加算
の取得を促進するとともに、障害福祉サービス等情報公表制度に係る都道府県等の審査体制を確保する取組を支援し、当該制度を
円滑に実施することを目的とする。

（１）研修等の実施
福祉・介護職員等特定処遇改善加算の仕組みや加算の取得方法等について説明を行い、障害福祉サービス等事業所における
当該加算の取得に係る支援を行う。

（２）個別訪問等の実施
障害福祉サービス等事業所における福祉・介護職員処遇改善加算の新規取得や、より上位区分の加算取得に向けて、社会保
険労務士など労務関係の専門的知識を有する者に委託等を行い、当該社会保険労務士などが直接、加算未届事業所などを訪問
し、加算の取得等に係る助言・指導・各種書類の作成補助等の支援を行う。

障害福祉サービス等情報公表制度の審査に必要な非常勤職員の雇用に係る経費を補助する。

事業内容

事業趣旨

１．福祉・介護職員処遇改善加算等の取得促進に係る事業所への助言・指導等（補助率：10／10）

２．障害福祉サービス等情報公表制度の施行に係る審査体制の確保（補助率：１／２）

関連資料３

障害福祉サービス等情報公表制度の概要

利
用
者

障害福祉サービス等事業者 都道府県等

○ 障害福祉サービス等
情報の公表
施設・事業者から報告
された情報を集約し、
公表。

反
映

＜障害福祉サービス等情
報＞
■ 基本情報
（例）事業所等の所在地

従業員数
営業時間
事業所の事業内容
等

■ 運営情報
障害福祉サービス等に関

する具体的な取組の状況
（例）関係機関との連携

苦情対応の状況
安全管理等の取組
状況等

■ 都道府県が必要と認め
る
事項（任意）

必要に
応じて
調査

報
告

○ 障害福祉サービス等
情報の調査
新規指定時、指定更新時、

虚偽報告が疑われる場合な
どにおいて、必要に応じ訪問
調査を実施し、結果を公表
に反映。

閲覧（イン
ターネット）

○ 障害福祉サービス等を提供する事業所数が大幅に増加する中、利用者が個々のニーズに応じて良質なサービスを選択できるよ
うにするとともに、事業者によるサービスの質の向上が重要な課題となっている。

○ このため、平成28年５月に成立した障害者総合支援法及び児童福祉法の一部を改正する法律において、利用者による個々の
ニーズに応じた良質なサービスの選択に資すること等を目的として、①事業者に対して障害福祉サービスの内容等を都道府県知
事へ報告することを求めるとともに、②都道府県知事が報告された内容を公表する仕組みを創設した。（平成30年４月施行）。

１．趣旨・目的

【制度概要】 【ＨＰ画面】

【事業所詳細情報】

東京都港区●●●●

●●事業所

03-1234-5678
03-1234-9999

1234567890

関連資料４
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１．平成30年４月１日改正総合支援法等施行

２．平成30年９月28日、独立行政法人福祉医療機構が運営する「WAM NET」上に「障害福祉サービス等情報検索サ
イト」を開設し、公表開始

３．令和3年2月12日現在：掲載事業所数137,305件
参考：令和2年10月において、国保連を通じて報酬請求があった指定事業所数127,083件

４．障害福祉サービス等情報検索サイトの閲覧数
・ 平成31年33月末日：3,331,687件
・ 令和22年33月末日：5,024,466件
・ 令和23年 1月末日：7,140,016件

障害福祉サービス等情報公表制度における公表の推進について

障害福祉サービス等情報公表制度における公表状況等

○ 令和２年度における事業所等情報の更新率（※）は全体で67.7％である。（令和3年2月12日現在）
※ 更新率の計算には今年度の新規事業所等の掲載状況を含む。

○ 情報公表制度は、利用者の個々のニーズに応じた良質なサービスの選択、事業者のサービスの質の向上等に資するため
の情報を公表するものであり、当該サイトの閲覧数も増加しているため、各都道府県等においては、より一層適切な情報公
表に取り組んでいただきたい。

令和２年度における更新状況及び公表の推進について

【参考】障害福祉サービス等情報更新状況について（令和３年２月１２日現在）

注）更新率（※）に下線がある自治体は、更新率が50％以下であることを示す。
※ 更新率の計算には今年度の新規事業所等の掲載状況を含む。- 222-223



① 障害福祉就職を促すパンフレット・動画の作成及び厚生労働省HPへ掲載（実施主体：厚生労働省）

② 障害福祉就職フェア等の開催（実施主体：都道府県、補助率：国１／２）
小中高生、福祉系大学の学生・教員、働く意欲のあるアクティブシニア等を主なターゲットとし、地域の福祉人材センター、ハローワーク、社会

福祉法人、企業、学校などの多様な関係団体と連携しつつ、障害福祉の就職フェア等を開催する。

＜事業イメージ＞

厚生労働省

都道府県福祉人材センター・バンク
都道府県社会福祉協議会
都道府県労働局（ハローワーク等）
地域の社会福祉法人、企業、学校など

委託

民間事業者

②障害福祉就職フェア等の開催

●地域の法人等による就職者向けセミナーや相談会
●介護士などのモデル的な支援の体験講座

など

①障害福祉就職を促すパンフレット・
動画の作成及び厚労省HPへ掲載

＜法人・企業等での取組＞

職場体験 説明会

学生、教員

参加の呼びかけ

中高年齢者、
潜在的労働者

イベント等で関心を
持った者を、職場体
験等につなげる

都道府県

連携・委託など

誘導

障害福祉現場での就労

参加

参入

閲覧

補助金（補助率：国 50/100以内）

活用

２．事業概要・実施主体

障害福祉のしごと魅力発信事業について（地域生活支援事業、厚生労働省本省事業）

障害福祉の仕事の魅力を伝え、障害福祉に対して抱いているイメージを変えて、障害福祉の職場について理解を促進するための障害福祉就職
フェア等を行い、障害福祉分野への多様な人材の参入促進を図る。

１．事業の目的
関連資料５
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障害者支援施設等の災害時情報共有システムの運用について

災害発生時における障害者支援施設等の被害状況等を国・地方公共団体等が迅速に把握・共有し、被災施設等への迅速か
つ適切な支援（停電施設への電源車の手配等）につなげるため、今年度、障害者支援施設等に係る災害時情報共有システム
の構築を進めており、令和３年度より運用を開始する予定としている。

事業概要

システムイメージ
システムで取扱う主な災害情報

・人的被害の有無

・建物被害の有無

・建物被害の状況

・ライフライン(電気・水道等)の状況

・物資(食料・飲料水等)の状況

・支援の要否

・避難又は開所の有無 など

＜今後の予定＞
令和３年３月中旬以降 ：登録された自治体メールアドレス宛にシステムログインのテストメールを送信

４月以降 ：災害時情報共有システムの操作説明会（WEB上で公開予定）

システム化によるメリット

被災施設等への支援の迅速化
※関係機関において施設のリアルタイムの災害情報が把握出来るため、迅速な支援が可能

自治体の事務負担軽減及び災害対応業務の重点化・効率化
※従来自治体職員が行っていた被災施設の状況確認や国等への報告業務が省略化され、より優先度の高い業務への従事が可能

利用者等

国
地方自治体

障害者支援
施設等

③被災情報等
の入力

④被災情報等
の閲覧

※一般には非公開

⑤被災施設等への支援

（独）福祉医療機構
WAMNET

基本情報
（情報公表システム）

災害時情報共有
システム

災害情報等

①基本情報
の入力②基本情報

の閲覧

平時

災害時

※画面イメージは次頁参照

関連資料６

画面イメージ：被災情報集約結果（自治体向け）

※ いずれも現在開発中のものであり、今後変更があり得る。

画面イメージ：施設・事業所による
被災情報等の入力
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８ 強度行動障害を有する者等に対する支援について 

 

 

（１）強度行動障害支援者養成研修の計画的な実施 

強度行動障害を有する者は、自傷、異食、他害など、生活環境への著し

い不適応行動を頻回に示すため、支援が困難であり虐待につながる可能性

が高い。しかし、適切な支援により状態の改善が見込まれることから、専

門的な研修により適切な支援を行う従事者を養成することが重要である。 

このため、平成 25 年度に、強度行動障害を有する者に対する支援を適切

に行う者を養成する「強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）」を創設し、

また、平成 26 年度には、「強度行動障害支援者養成研修（実践研修）」を創

設し、強度行動障害を有する者に対する適切な支援計画を作成することが

可能な職員の養成を行うこととしている。 

これらの研修の修了者による支援について、平成 27 年度報酬改定におい

ては、短期入所、施設入所支援、共同生活援助及び福祉型障害児入所施設、

平成 30 年度障害福祉サービス等報酬改定においては、生活介護、計画相談

支援、児童発達支援及び放課後等デイサービスで評価しており、令和３年

度障害福祉サービス等報酬改定では、医療型障害児入所施設における強度

行動障害児特別支援加算の創設や強度行動障害のある人が地域移行のため

にグループホームを体験利用する場合の加算の創設、生活介護及び施設入

所支援における加算算定期間の延長及び単位数の見直しにより更なる充実

を図ることから、各都道府県におかれては、地域生活支援事業の地域生活

支援促進事業に位置付けられている「強度行動障害支援者養成研修事業」

や、「障害福祉従事者の専門性向上のための研修受講促進事業」の活用も検

討いただき、本研修を積極的な実施をお願いする。 

なお、各都道府県におかれては、近日中に令和３年度の当該両事業に係

る所要見込額の提出を依頼することとしているので、対応をお願いする。 

これらの研修の指導者を養成するための研修（指導者研修）については、

独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園が以下のとおり開催

予定である（いずれの日程もオンラインでの実施を予定）。 

 

基礎研修 1 回目 5 月 24 日（月）・25 日（火） 

実践研修 1 回目 5 月 27 日（木）・28 日（金） 

 

基礎研修２回目 6 月 7 日（月）・8 日（火） 

実践研修２回目 6 月 10 日（木）・11 日（金） 

 

基礎研修３回目 6 月 21 日（月）・22 日（火） 

実践研修３回目 6 月 24 日（木）・25 日（金） 
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（２）強度行動障害支援者養成研修の旧カリキュラムによる実施の経過措置 

強度行動障害支援者養成研修のカリキュラムについては、「強度行動障害

支援者養成研修事業の実施について（運営要領）」（平成 29 年８月３日障発

0803 第１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知。以下「運営要

領」という。）において規定しているが、令和３年３月 31 日までの間、改

正前のカリキュラムで研修を実施しても差し支えないとする経過措置を設

けている。 

今般、改正前のカリキュラムにより令和２年度中に実施予定だった研修

が、新型コロナウイルスの感染拡大を理由に、やむを得ず令和３年４月以

降に延期となる例が確認されたことから、令和３年度の各研修の実施に当

たっては、原則として改正後のカリキュラムにより実施するものとしつつ、

新型コロナウイルスの感染拡大の影響による特別な事情がある場合には、

改正前のカリキュラムにより実施することも可能となるよう、運営要領を

改正し、当該経過措置を令和４年３月 31 日まで延長する予定であるので、

予めご承知おき願いたい。 

 

 

（３）強度行動障害を有する者に対する対応について 

現在、障害支援区分の認定にあたっては、認定調査項目の判断基準の留

意点として「行動上の障害が生じないように行っている支援や配慮、投薬

等の頻度を含め判断する」こととしており、そのため、「行動上の障害が現

れた場合」と「行動上の障害が現れないように支援している場合」は同等

の評価となる。 

認定調査についてはこうした点に留意し、また、調査対象者本人、支援

者双方から聞き取りを行うように努める等、再度、障害支援区分認定に係

る趣旨をご理解いただき、遺漏なきようにお願いする。 

 

 

（４）介護職員等による喀痰吸引等の実施等 

障害福祉サービス事業所等が、自らの事業の一環として喀痰吸引等を行

うために、各都道府県知事に登録を行う登録特定行為事業者については、

登録を進めていただいているところであるが、地域において喀痰吸引等を

行う事業所が身近にないなどの声も聞かれることから、各都道府県におか

れては、管内市町村とも連携し、医療的ニーズがある障害者等が引き続き

住み慣れた場所で適切な障害福祉サービスが受けられるよう、登録特定行

為事業者の登録を促すなどご配意願いたい。  
なお、新型コロナウイルス感染症発生に伴う喀痰吸引等研修の実施にお

ける対応として、当該研修のうち、基本研修（講義）については、インタ

ーネット等を活用した通信・遠隔研修も可能としている（「新型コロナウイ

ルス感染症発生に伴う喀痰吸引等研修の実施における対応について」（令和
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２年４月 24 日厚生労働省社会・援護局福祉基盤課福祉人材確保対策室、障

害保健福祉部障害福祉課事務連絡））ので、当該研修の受講機会の確保に協

力をお願いする。 

 

 

（５）精神障害者支援の障害特性と支援技法を学ぶ研修について 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を図る上での現状や

課題として、長期入院精神障害者の地域移行に伴い必要となる障害福祉サ

ービス・介護保険サービスの量と質を確保していく必要がある。 

また、高齢の精神障害者の地域移行に関しては、介護保険による対応が

必要となるケースが多いが、障害福祉分野と介護保険分野の双方の従事者

において、精神障害者を支援するノウハウ・知見が必ずしも十分でないと

ころである。 

各都道府県及び指定都市におかれては、当該研修の内容について障害福

祉担当部局と介護保険担当部局双方で改めてご確認いただくとともに、関

係団体や関係機関等に対して周知いただき、受講が促進されるよう、協力

をお願いする。【関連資料１】 
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精神障害者支援の障害特性と支援技法を学ぶ研修

○ 長期入院している精神障害者の地域移行の推進においては、「障害福祉サービス等利用ニーズの増大」と「高齢

化」という背景があるなか、これまでは精神障害者へのサービス提供が少なかった障害福祉サービス事業所、精神

障害者の利用がそれほど想定されてこなかった介護保険サービス事業所（地域包括支援センター含む）や高齢者施

設等についても、より積極的に精神障害者を受け入れていくことが期待されている。

○ このため、精神障害者の特性に応じた適切な支援がより一層実施できるよう、障害福祉分野と介護分野の双方に

精神障害者の特性に応じた支援が提供できる従事者を養成するための研修を実施するための経費を都道府県の地

域生活支援事業において補助する（「精神障害者支援の障害特性と支援技法を学ぶ研修」）。

（障害福祉分野）
○ 障害福祉サービス事業所等の職員
○相談支援専門員
○市町村の障害福祉担当課の担当者
（介護分野）
○ 介護保険サービス事業所等の職員
○ 養護老人ホーム、軽費老人ホーム、サービス付き高齢者向
け住宅等の職員
○地域包括支援センターの職員
○ 介護支援専門員
○市町村の高齢者福祉担当課の担当者
（医療分野）
○ 障害福祉サービス事業所等の連携医療機関等の職員
（その他）
○ 救護施設（生活保護施設）の職員

対象者

○別紙

研修内容

○ 都道府県、指定都市（精神保健福祉センター・

保健所等を想定）又は都道府県知事若しくは指

定都市市長の指定した研修事業者

実施主体

○ 障害福祉分野と介護分野の双方に精神障害

者の特性に応じた支援が提供できる従事者を

養成できる

効果

都道府県地域生活支援事業（任意事業）

（別紙）精神障害者支援の障害特性と支援技法を学ぶ研修カリキュラム①

［１日目］

［２日目］

科目名 時間数
内容

講義 180分

１ 精神障害者の障害者の特
性の総論的理解

40分 ○ 精神障害者の定義
○ 精神障害者の特性の理解

２ 障害特性の理解と具体的な
対応①

80分
○ 障害特性の理解及び具体
的な支援方法
（統合失調症・気分障害）

３ 演習Ａ（グループワーク） 60分
○ 障害特性の理解と想定
○ 想定場面での対応方法及
び援助技術①

科目名 時間数
内容

講義 360分

４ 当事者の想いを理解 60分 ○ 精神障害者の理解

５ 障害特性の理解と具体的

な対応②
120分

○ 障害特性の理解及び具体
的な支援の仕方
（老齢期・依存症・発達障害）

６ 演習Ｂ（グループワーク） 60分
○ 障害特性の理解と想定
○ 想定場面での対応方法及
び援助技術②

７ 社会資源と連携、家族支援 60分
○ 関係機関との連携方法
○ 精神障害を取り巻く社会
資源の理解
○ 家族支援の理解

８ 演習Ｃ（グループワーク） 60分 ○ 効果的な支援のための関
係機関との連携方法

※ 公益社団法人日本精神保健福祉士協会において、「精神障害者支援の障害特性と支
援技法を学ぶ研修テキスト」を作成。

○標準的なカリキュラムは、２種類作成し、ニーズに応じた研修を実施。

カリキュラム例① （１．５日（1日半）研修（540分） ※平成29年から カリキュラム例② （１．５日（1日半）研修（480分） ※令和元年から

［１日目］

科目名 時間数
内容

講義 360分

１ 演習（グループワーク） 30分 ○ 研修目標設定

２ 精神保健福祉法、関連法令、
関連制度等の歴史的背景

60分 ○ 精神保健医療福祉施策の
変遷と動向の理解

３ 地域共生社会の実現と障害
者総合支援法の理解

60分
○ 地域共生社会の理念の理
解
○ 障害保健福祉施策とその
関連制度の理解

４ 精神疾患の理解 90分
○ 精神疾患の理解
○ 精神保健医療福祉分野の
相談支援機関の理解

５ 精神疾患、精神障害の特性
と支援方法の理解

90分

○ 症状に合わせた支援方法
の習得
○ 接遇やコミュニケーション
技法など技術の習得
○ 多職種連携の具体的事例
の理解

６ 演習（グループワーク） 30分 ○ 研修振り返り及び意見交
換

科目名 時間数
内容

講義 120分

７ 演習（事例検討） 90分 ○ 精神障害者の地域移行支
援等事例の検討

８ 演習（グループワーク） 30分 ○ 研修振り返り及び意見交
換

［２日目］

※ 一般社団法人日本介護支援専門員協会において、「精神障害者の地域生活支援に
係る、介護支援専門員・介護福祉士等の研修ニーズに関する調査報告書」を作成。- 228-229
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（別紙）精神障害者支援の障害特性と支援技法を学ぶ研修カリキュラム②

科目名 時間数
内容

講義 210分

１ 実践実習 180分 ○実習機関による精神障害者の支援実践実習

２ 演習（グループワーク） 30分 ○実践実習振り返り及び意見交換

※ 一般社団法人日本介護支援専門員協会において、「精神障害者の地域生活支援に係る、介護支援専門員・介護福祉士等の研修ニーズに関す
る調査報告書」を作成。

○講義形式のカリキュラムに加え、実習・演習形式のカリキュラムを実施することも可能。

カリキュラム例 実践実習（210分） ※令和元年から

- 229-230


